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はじめに 
 

 21 世紀を迎え、我が国の経済社会の現状をみると、1990 年代以降、国際的にみた製造業

の競争力低下や、人々の将来への不安感など、様々な問題が顕在化してきている。新しい

フロンティアの拡大と生産資源のダイナミックな再配分を通じた競争力の再構築を行い、

経済の活性化を図ることなしには、豊かな国民生活を維持することは困難な状況にあると

いえよう。 

企業や人々の活力を存分に引き出す経済社会システムを考える上で、税制のあり方は重

要な意味をもつ。例えば、若年労働力が長期的に減少していく中にあって、女性の就業意

欲を阻害するような税制であってはいけない。また、企業に対する税制は国際的視野に立

って設計することが重要である。さらに、設備投資の意欲を阻害せず、研究開発の努力を

支える税制であることが望ましい。こうしたことから、先般閣議決定された「経済財政運

営と構造改革に関する基本方針 2002」においても、経済の活力の回復を税制改革において

最重視することが決定された。 

本レポートでは、経済活性化に資する税制として、労働供給促進税制、設備投資促進税

制、研究開発促進税制、人的資本形成促進税制の 4 つを取り上げ、海外諸国で採用･実施さ

れた事例を紹介し、その経済効果や評価等について検証する1。 

 

（労働供給促進税制） 

近年欧米で採用されている勤労を条件とした税額控除制度(in-work tax credit)は、低所得

層に対する財政的支援策であるとともに、低所得層の労働供給の促進を目的としている。

その背景には、これまでの税制や社会保障制度のあり方が低所得層の就労にディスインセ

ンティブを与え、｢貧困の罠｣をもたらしており、その労働市場参加に対して非中立的であ

ったとの懸念に基づいている。このため、税制と社会保障給付の両方における低所得層へ

の支援を、互いに整合的で総合的なものとして再設計する試みとも言えよう。 

本レポートでは、こうした観点から海外諸国における労働供給促進税制を検討する。 

 

（設備投資促進税制） 

経済成長の原動力である設備投資をいかに高水準に維持するかは重要な論点である。当

然ながら、投資機会が豊富であり設備投資に対する期待収益率が高いことが設備投資需要

を高くする最重要条件だが、資本コストの高低もまた設備投資水準に影響を及ぼす。法人

税率や償却制度等の法人税制は、企業の設備投資量に影響し、マクロの経済成長を左右す

るばかりではない。資本設備の扱いの相違は企業･産業の資本形成に歪みをもたらし、ひい

ては経済構造に歪みをもたらすことも考えられる。 

                                                 
1 本レポートの作成に当たっては、多くの有識者の御協力を得たが、特にヒアリングにおいて貴重な御指
導及び御助言を諸氏より賜ることができたことについて、感謝申し上げる。ヒアリングに快く応じてくだ
さった諸氏は巻末にて紹介させていただく。 
ヒアリング調査及び一部の文献調査については、(株)野村総合研究所が実施した。 
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本レポートでは、80 年代のレーガン政権期の税制改革を例にとって設備投資促進税制に

ついて検討する。 

 

（研究開発促進税制） 

我が国では経済の成熟化が進展する中で、新たな経済フロンティアの開拓が期待されて

いる。一方、税収の伸び悩みや厳しい財政事情を背景として、限られた財政資源を有効に

配分するために、政策税制の「選択と集中」が重要な課題になりつつある。その一つの方

策として考えられるのが、研究開発等さらなる経済発展につながる前向きな活動への支援

である。本レポートでは、各国で拡充されている研究開発税制について検討する。 

 

（人的資本形成促進税制） 

より長期的な視点に立ち、様々な意味で豊かな社会を構築するためには、「人」を重視し

た政策が重要である。個人の自由な選択に基づくライフスタイルの確立や、創造性豊かな

人材の育成のために、政策的に何をなし得るかは、重要な検討課題である。実際、高度な

技術･知識に支えられた“knowledge-based economy”の進展は、その早急な対応を求めて

いる。 

本レポートでは、主に米国における高等教育支援施策を中心に人的資本形成促進税制に

ついて検討する。 

 

（本レポートの構成） 

本レポートの構成は、以下のとおりである。 

まず、第 1 章で、近年欧米諸国で注目されている勤労所得税額控除(EITC)を始めとする

労働供給促進税制をみる。第 2 章では、設備投資促進税制として、80 年代のレーガン税制

改革において実施された加速度償却制度(ACRS)や設備投資税額控除(ITC)等の設備投資促

進税制をみる。第 3 章では、今般我が国の税制改革においても議論されている研究開発促

進税制について検証する。第 4 章では、より長期的な視点に立った税制として、人的資本

形成促進税制を取り上げる。なお、補論では、最近の米国における税制改革の議論におい

てしばしば耳目を集めている、代替ミニマム課税(AMT)について紹介する。 
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Ⅰ 労働供給促進税制 

 

 近年欧米諸国においては、低所得層への財政的支援を実施するに当たり、単なる所得補

助を行うのではなく、就労を促進する効果を持った支援措置の設計、導入が試みられてい

る。これには、従来の生活保護や失業給付等をはじめとする税制及び社会保障制度では、

受給者の就労を要件としないため、むしろ低所得層の就労インセンティブを阻害し、労働

市場を歪めかねないという反省がある。 

このような就労インセンティブに配慮した所得税及び社会保障等の施策の一つとして、

所得税制に就業していることを受給要件とした税額控除制度(in-work tax credit)を導入し、

低所得層の労働市場への参加を促進する仕組を採用している国が数多くみられる。これら

の制度は、本来の主旨は低所得層への支援であるものの、その副次的効果として低所得層

の労働供給を促す効果を見込むことができる。また、社会保障等の歳出措置と統合されあ

るいは整合的に運営されることにより、効率的な低所得層支援施策が期待される。 

 本章では、その典型例であり、かつ早くから導入され評価も高い米国の勤労所得税額控

除制度(EITC)を中心に取り上げる。また、英国の勤労世帯税額控除(WFTC)をはじめ、その

他諸国で採用されている類似の税額控除制度についても、併せて説明する。 

 

１ 欧米諸国における in-work credit 導入の流れ 

 

低所得層を支援するに当たって、EITCのように就労を促進し経済的自立を支援する施策

の導入が、欧米諸国において既に実施されている。その背景には、就労の有無にかかわら

ず（むしろ就労していない者に対して）支援を行う税制及び社会保障制度が、労働市場に

おける雇用に対して歪みを与え、特に低所得層の就労インセンティブを損なう方向に働い

ているという懸念に基づいている。具体的には、税制や社会保障制度が｢失業の罠

(unemployment trap)｣、｢貧困の罠(poverty trap)｣を惹起し、ひいては税や保険料負担を増

大させて「高い労働コスト」につながるとの指摘である2。就労による稼得所得と比較して、

就労せずとも得られる給付額が高い場合3、就労へのディスインセンティブが働き、「失業の

罠」へとつながることになる。また、就労を増やしても給付の減額により結果的に手取り

所得の増加が小さい場合4、就業行動を歪め、「貧困の罠」が生じることとなる。 

                                                 
2 「失業の罠」とは、失業者(世帯)に対し支給される社会保障給付が、それらの者の稼ぎ得る賃金水準に比
して十分な水準に達している場合、就業するインセンティブが阻害され、失業が解消されない状況。 
「貧困の罠」とは、所得や収入の増加により、社会保障給付が減額ないし不適用となる場合や課税額が増
加する場合、低所得層がさらなる就労を行うインセンティブが阻害され、貧困層に留まる状況。 
「高い労働コスト」とは、雇用者を雇うことに伴い発生する雇主に対する課税や社会保険料負担等が大き
なものであれば、労働コストが高まり雇用のインセンティブを低下させ、雇用の拡大が阻まれる。
（OECD(1997)） 
3 就労した場合の稼得所得額に対する、就労しない場合に得る給付額の比率を replacement rate といい、
この比率が高い場合就労するインセンティブは低下する。 
4 就労に伴う 1 単位の所得の増加額に対する負担すべき課税の増加額の比率を、限界実効税率(marginal 
effective tax rate: METR)という。この比率が高いと、就労を増加させるインセンティブは低いことになる。
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こうした事態を解消するには、就労していることを給付条件にし、さらに働けば働くほ

どそれが手取り所得の増加に結びつくような政策設計が求められる。こうした政策は最近  

‘make-work-pay’ 政策として注目され、欧米諸国において施策が既に実施されている。本

章で説明する米国のEITC及び英国のWFTC等の税額控除制度はその代表的なものである。

具体的な制度は国によって異なるが、主たる特徴としては、①一定の就労条件を満たした

者にのみ適用し、②所得が低いために算出された課税額が税額控除額を下回る場合は、そ

の差額を還付することで低所得者への支援を行い（課税最低限以下の場合は課税額がゼロ

となり、控除額をそのまま受け取れる）、③所得が上昇するにつれて税額控除額が徐々に減

額され、手取り所得が増加し続けるように設計することで、納税者がさらなる就労を思い

止まることのないよう配慮する、ものが多い。類似した目的の制度に、フランスの社会保

障税軽減措置(SMIC)等もある。 

すなわち、これらの政策の主たる目的は、第 1 に、所得階層の底辺に位置する人々への

財政支出を増加させることであり、第 2 に、雇用と就労のインセンティブを促進して労働

供給を増やすことである。こうした ‘make-work-pay’ 政策は労働供給にプラスの効果を持

つことが諸研究で示されている5・6。 

 

 

２ 勤労所得税額控除(EITC)の概要及び目的 

 

（１）EITC の概要7 

 

（EITC の要件） 

 まず、米国の勤労所得税額控除(Earned Income Tax Credit: EITC)についてみてみよう。 

本制度は、低所得層の社会保障税負担の軽減を図るとともに、低所得層の労働供給の促

進を図るため、75 年に連邦政府により導入された。就労を条件とする個人所得税制上の税

額控除措置であり、米国内で抱える貧困問題への解消を背景として創設されたものである。 

その後、86 年､90 年及び 93 年に大幅な拡充が実施され、低所得層に対する支援施策の中

心的役割を果たしている。 

 税額控除を受けるための主たる要件は、 

 ① 稼得所得があること、 

 ② 稼得所得が 10,710 ドル未満であること（子供 1 人の場合 28,281 ドル未満、子供 2

人以上の場合 32,121 ドル未満）、 

                                                                                                                                               
女性特に single parent のMETRが低いことが問題となっている。OECD(1997)｡ 
5 ただし、就労インセンティブの効果は具体的制度設計に依存する部分が大きい。また、収入分布が狭い
場合や課税及び out-of-work給付水準が高い場合は、労働時間へのマイナスの効果が大きくなりやすい。
Pearson-Scarpetta(2000)。 
6 Pearson-Scarpetta(2000)。 
7 IRS(2001a)。 
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③ 投資所得が 2,450 ドル以下であること、 

  ④ 米国市民であること、または年間を通じて米国に在住していること、 

  ⑤ 社会保障番号を持っていること、 

  ⑥ 夫婦個別申告でないこと、 

である。 

 

（EITC の控除額） 

 控除額は、子供の数や所得額により変化する。子供の数が増えると控除額は増額される

が、適用対象となる子供は 19 歳未満(学生の場合は 24 歳未満)で、実子､孫､養子等の関係に

限定され、かつ、年間の半分以上を申請者と米国内で居住していることが必要となる。 

 世帯構成及び所得による控除額の変化をグラフで表したのが、図表 1－1 である。 

 例えば、2人以上の子供を持つ者の場合には、稼得所得が10,020ドル(116.2万円8)までは、

収入が1ドル上がるにつれて40セント控除額が増加する。最大控除額は4,008ドル(46.5万円)

である。稼得所得が10,020ドルから13,090ドル(151.8万円)までの場合は、一律に最大控除

額の4,008ドルを控除できる。稼得所得が13,090ドルを超えると控除額は逓減し、32,121ド

ル(372.4万円)で控除額はゼロとなる。 

子供の数によるスキームの違いは、図表1－2のとおりである。最大控除額は、子供がい

ない場合は364ドル(4.2万円)、子供が1人の場合は2,428ドル(28.2万円)、子供が2人の場合は、

前述のように4,008ドル(46.5万円)となっている。 

ちなみに、米国の連邦所得税の課税最低限は、2001年1月時点で単身者で7,450ドル、夫

婦子供一人で19,633ドル、夫婦子供二人で22,533ドルとなっており、課税最低限の水準は

EITCの逓減段階に位置することとなる。また、内国歳入庁(IRS)の1999年の申告データか

ら算出される平均賃金は、単身者の場合21,419ドル、夫婦共同申告では62,670ドルとなっ

ている。 

 

（EITC の特徴） 

 控除額は、次の 3 つの段階に分けられる。①稼得所得が増加するにつれて控除額も増加

する逓増(phase-in)段階、②所得が増加しても控除額が(最高)控除額で一定の定額(flat)段階、

③所得の増加に伴い控除額が減額される逓減(phase-out)段階である。前掲図表 1－1 に示さ

れるとおり、この控除額のスキームは台形の形で表される。 

 また、EITCは｢還付方式｣(refundable)であり、その適用対象者の控除額が課税額を上回

る場合でも全額支給される。すなわち、ネットの超過額が還付小切手として支給される。

税額控除制度には、｢還付方式｣ではなく、｢課税相殺方式｣(non-refundable)とするものもあ

る。これは、控除額が課税額を上回った場合に、超過額を還付することはせず、控除額の

上限を課税額とし、支払税額をゼロにする方式である。後者は、政府の財政負担が相対的

に小さい一方、特に低所得層の税額控除によるメリットが小さいことに加え、労働時間が

                                                 
8 1ドル＝115.94円（2002 年 7月 19日現在）。 
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増加しても実質的に課税後所得に変化がないため、労働供給促進効果が弱まる。アメリカ

における各州の EITCでは両方のタイプが採用されている。 

 EITCでは、こうした制度設計により、低所得層の就労を促進する仕組が実現されている。

すなわち、第 1 に、稼得所得を有することが要件であることから、控除を受け取るために

は就労することが必要となる。第 2 に、逓増段階（所得が最も低い層）で稼得所得が増加

するほど控除額が大きくなり、しかも還付方式であることから課税額を上回る控除額分を

ネットで還付されることとなる。このため、より就労することが経済的に有利になるよう

に設計されている。 

 しかし、一方で、逓減段階ではより働くほど控除額が減額されるため、むしろディスイ

ンセンティブが発生するデメリットがある。 

 

（EITC の限界実効税率への影響） 

 このEITCによる就労インセンティブへの影響について、EITCに係る所得の増加に伴う

限界実効税率の変化をみてみよう。限界実効税率は、逓増段階では概ね△22％程度9とマイ

ナスの税率となる。つまり、政府からの受取超過となり、所得が1単位増加すると手取り所

得が約1.25増加することを示している。 

定額段階では所得が上昇しても控除額が一定なので、限界実効税率は上昇する(18％程度)。

逓減段階になると、概ね40％程度10となる。すなわち、所得増1単位に対し、手取り所得の

増加は約0.6単位に止まり、この段階では実効税率の高さが就労インセンティブにマイナス

の要因として働く。 

 

（２）制度の目的及びねらい 

 

 制度の主たる目的は、すでに述べたように、①所得税及び社会保障税負担を軽減し、低

所得層への財政的支援を行うこと、②就労インセンティブを促進し、低所得層の経済的自

立を図るとともに、‘working poor’を解消すること、にある。 

 ①に関しては、対象となる所得層を限定し、さらに還付方式を採用することにより、低

所得層へ支援策の恩恵が分配されるようになっている。とりわけ、所得水準や家族構成に

よって、最低賃金水準による勤労世帯の所得が貧困ライン(poverty line)11を下回る場合には、

EITCにより課税後手取り所得が押し上げられ、所得補助の役割を果たしている12。従来は

                                                 
9 EITC のみで約△40％、これに低所得層に対する連邦所得税率(15％)及び州税率(3％程度)を合わせて概
ね△22％程度と計算される。 
10 EITCの控除額の減少に伴う限界税率は概ね 21％、これに連邦所得税 15％及び州所得税(3％程度)が加
わると、実効税率は概ね 40％前後となる。 
11 貧困状態を定義する上での所得水準で、それ以下の水準であると貧困状態にあると判断される。基本的
な食費をベースとし、消費者物価指数により毎年見直されている。 
12 低所得層に対する所得支援として、最低賃金水準の引上げも考えられるが、EITCの方が①雇用等労働
市場に与える歪みが小さいこと、②家族構成に合わせた給付を設定できること、③就労インセンティブを
喚起できること、等のメリットがある（根岸(1999)）。 
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税制と社会保障制度で別々に運営されていた低所得層への支援措置が、(すべてではないも

のの)税制の中で統合されるという意義が重要である。 

 ②に関しては、後述するように、‘working-poor’ に陥りやすい低所得層に対し、労働市

場への参加を促すことが期待される。 

 

（３）制度導入の背景及び制度の変遷 

 

（経済社会的背景としての米国国内の貧困問題） 

 米国内においては、現在においても貧困問題の解消が社会的課題として存在している。

90 年代に高い経済成長を享受し失業率が記録的な低位であった一方で、2000 年の貧困世帯

率は 11.3%に上り、70 年代と同程度の水準となっている（図表 1－3）。 

特に、低所得層において、働いても貧困状態から脱け出せない､いわゆる ‘poverty despite 

work’ と呼ばれる状況が過去 20 年間に大きな問題となっている。2001 年時点でも 1,230

万人が、働いても貧困状態から脱け出せずにいる ‘working-poor’ 世帯を構成している13。

また、子供のいる貧困世帯 440万世帯のうち年間の 1/4の日数を働いている ‘working-poor’ 

世帯は実に 69％を占める(2000 年)。 

 こうした問題への対策が政府にとって重要な課題となっている現実が、米国には存在す

る。 

 

（EITC 導入の経緯14） 

 60 年代から 70 年代にかけて、貧困対策(anti-poverty policy)の具体的設計として、EITC

は負の所得税(negative income tax)とともに議論が重ねられた15。特に 70 年代は経済が深

刻なスタグフレーションに見舞われ、低所得層における失業に伴う貧困対策、とりわけ子

供のいる低所得世帯の最低生活保障が重要な政策課題であった。 

 こうした中で、負の所得税は、他の貧困対策と統合して運営･管理できるメリットがある

ことから有望視され、60 年代後半から 70 年代初めにかけて一部地域で試行された16。69

年になると、ニクソン政権は、負の所得税のスキームを Family Assistance Plan(FAP)とし

て提案したが、保守･革新両陣営から批判が生じた。すなわち、前者からは、財政規模が大

きく受給者の就労に結びつかないとの理由で、後者からは、受給メリットが不十分との理

由で、それぞれ批判された。 

 こうした中、70年代には社会保障税(payroll tax)が引き上げられ、低所得層の租税負担が

                                                 
13 2001年時点で、3人家族で 14,100ドル以下の、4人家族で 18,100ドル以下の所得で生活している世帯
をいう。 
14 詳細については、Hotz-Scholz(2000a)､Liebman(1998)､根岸(1999)等を参照。 
15 負の所得税については、参考資料 1－1を参照。 
16 ニュージャージー州の 4都市やノースカロライナ州、アイオワ州、インディアナ州ゲーリー、コロラド
州デンバー、ワシントン州シアトルで行われた。Atkinson-Stiglitz(1980)ではニュージャージー州の試行
結果を簡潔に紹介しており、それによると、負の所得税の導入による労働供給へのマイナスの影響は、も
ともと労働供給の少ない有配偶女性以外は小さかったと報告された。 
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論議を醸したことや、74年から景気後退が開始したこと、負の所得税等を巡る経済学者や

政府関係者等の関心が高かったことなどもあって議論がさらに進められ、最終的に、75年

にwork bonusの一時的措置としてEITCが導入された17。さらに、その後一定の効果がある

との認識から、78年に内国歳入法に恒久措置として位置付けられ、定着することとなった。 

 こうして、低所得層の社会保障税負担引上げに伴う税負担の軽減と就労の促進の 2 つの

ねらいを併せ持つ施策として、EITCが導入された(図表 1－4)。 

 

（86 年及び 93 年税制改革における大幅拡充） 

 その後、86 年には TRA86で、インフレに伴う控除額の実質価値の低下を補うため、EITC

の大幅な拡充を実施するとともに、控除額を物価上昇に合わせて引き上げる仕組

(indexation)を措置した。 

 91年には、OBRA90で最大控除額の引上げとともに、子供2人以上の者に対する措置をさ

らに追加し、その最大控除額を1,235ドルに定めた（図表1－5）。 

94年には、クリントン政権のOBRA93により大幅な拡充が実施された。その背景として、

反 ‘poverty despite work’ 政策を掲げ、「年間フルタイムで働く人々が貧困者でいるべき

ではない」という最低所得保障の基本的考え方を受けて、福祉受給者の自立を強力に促す

方針を示した。具体的には、①96年の福祉改革(社会保障給付改革)を通じて扶助の受給期間

の制限及び職業教育・訓練の義務付け18、②94～96年にかけてのEITC拡充、の2つの施策

を柱として推進した。最低賃金でフルタイムで働いた者がEITCを受ければ、その(社会保障

税)課税後所得が貧困ラインを超えていることを目標とし、EITCの拡充を図った。EITCは

特に2人以上の子供を有する者への控除を拡大する(最大控除額1,511ドル→3,556ドル)一方

で、94年からは小規模ながら子供のいない者への控除も創設された。EITCの拡充によって

財政負担が増大する一方で、社会福祉改革によって政府負担は軽減された。 

 米国における EITCの継続的な制度の拡充の歴史を鑑みると、EITCは幅広い超党派的支

持を得た制度であるといえる。 

 

（４）他の生活扶助政策との関係 

 

（TANF その他の社会保障政策） 

米国においては、低所得層に対するEITC以外の所得支援措置として、食料スタンプ(Food 

Stamps)や TANF(Temporary Assistant for Needy Family：貧困家族一時扶助)のほか、

Medicaid（医療保障制度）､Low-income Housing（住宅支援制度）等の支援措置が講じら

れている。 

                                                 
17 米国では最低賃金以下の水準の労働市場が現実的に存在するため、負の所得税方式を導入すると就労の
ディスインセンティブが大きい。このため、負の所得税方式の代案として EITC が検討、導入された。根
岸毅宏専任講師（北星学園大学）ヒアリング(2002年 3月)。 
18 改革は、従来の AFDC から TANFへの切替えによって実施された。後述参照。 
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 TANF は、96 年の PRWORA19で AFDC（児童扶養扶助制度：Aid to Family with 

Dependent Children）に代わって導入された。従来の AFDCは、18 歳未満の児童を扶養

する家族を対象とした現金給付で、特に受給者の大半を母子家庭が占めており、94 年には

受給児童の約 73％が母子家庭であった。96 年の福祉改革では、この AFDCを TANFへと

改正し、TANFの受給期間を生涯 5 年間に制限し、受給開始後 2 年以内での職業教育・訓

練への参加を義務付けた。2002 年時点で受給者の 50％が就業することが目標とされている
20。AFDC は連邦政府による措置であったが、TANF では州に裁量が与えられ、州政府に

対してブロック補助金が供与される。運営は州に一任されたものの、受給者の一定割合を

職業・訓練に参加させなければブロック補助金は削減される。 

 食料スタンプは、就労の有無にかかわらず一定の条件下で低所得層に対して支給される。

子供 2 人の片親世帯では、99 年 10 月現在で月 335 ドルが支給されている（ただし、所得

が 134 ドルを超えると支給額は逓減される）。 

 

（具体的制度設計における社会保障政策との関係） 

 in-work creditの具体的制度設計に当たっては、他の社会保障政策との関係により期待さ

れる効果の実効性が影響を受ける。 

例えば、EITCでは他の控除や社会保障給付の算定に対して影響を及ぼさず、逆に影響を

受けることはないが、後述するように英国WFTCでは、WFTCは他の控除･所得補助を受

ける際の所得換算に算入される。また、米国では EITC の拡充の一方で、就労を要件とし

ない(out-of-work)所得補助等の制度を縮小する方向であるが、英国では WFTC とともに

out-of-work の支援措置も拡充させている。こうしたことが理由で、英国 WFTC は EITC

と比較して労働供給促進効果が弱められていると指摘されている21。 

 これに対し､米国では、前述のように AFDC（児童扶養扶助制度）から TANFへの切替え

等より就労インセンティブを重視した形へ社会保障政策を改革する方向がみられる。 

 

（５）地方独自の EITC の上乗せ 

 

（州政府によるEITCの創設） 

 連邦政府のみならず、各州政府が独自に同様のEITC制度を設けている事例が少なくない。

すなわち、16の州政府が、州の実情を踏まえ、基本的に連邦政府のEITCの定める適格基準

をベースに控除額の増額（上乗せ）を行うことで、独自のEITCの仕組を構築している22。 

 具体的には、税務当局及び納税者双方の便宜もあって、連邦政府によるEITC控除額の一

定率(10～30％程度)を上乗せしている例が多い。各州によって、控除額の上乗せ率や、還付

                                                 
19 Personal Responsibility and Work Opportunity Reconciliation Act of 1996。 
20 Brewer(2000)。 
21 Blundell-Hoynes(2001)。英国では、パート労働者が 16時間以上勤務すると out-of-work支援措置との
関係で、むしろ手取り所得の増加額が逓減することが生じ得る。Brewer(2000)。 
22 ワシントン特別区も含む。Johnson(2001)。 



 11

方式か課税相殺方式か、子供のいない世帯にも支給するか否か、世帯員数により控除額を

調整するか否か、といった具体的設計内容を異にする（図表1－6）。 

 16州のうち11州が、連邦政府のEITCに倣って還付方式のEITCを採用している23。還付

方式の州でも、EITCに伴う所要財政措置額は、適用対象を限定していることもあり、州税

収の1％未満(1,100万ドル(バーモント州)～3.61億ドル(ニューヨーク州))に止まっている。 

 

（州政府によるEITC導入の理由） 

州政府が独自にEITCを導入している理由として、次のような点が指摘される。 

 第1に、連邦政府のEITCだけでは控除水準が不十分であり、仮に最低賃金以上の賃金で

フルタイムで年間を通じて働き、連邦政府のEITCを受けた場合でも、貧困ライン以上の生

活水準を享受できない場合がある24。これに対し、連邦政府のEITCの控除額に州政府の控

除額を上乗せすることで貧困ラインからの脱却を促し、州独自の福祉政策を実施すること

が可能となる。 

第2に、連邦政府によるEITCの制度設計では全国一律のパラメータが定められており、

州による貧困層の世帯属性や貧困状況の相違が考慮されない。また、地方税制度も州毎に

異なり、例えば、地方所得税の課税最低限が、州の中には貧困ライン(poverty line)の所得

（連邦政府が物価動向を踏まえて毎年見直し）を下回るものがあり、低所得層の大きな負

担となっている25。 

 さらに、各州の地方税は多くを逆進性のある売上税や消費税に依存しており、例えば90

年代初めにみられたように、増税による緊縮財政を実施すると、低所得層への負担が増大

しやすい。 

こうした各州の事情の多様性に対して、州独自のEITCを導入することで低所得層の租税

負担の緩和を図ることが求められた。 

 

 

３ EITCの活用状況 

 

 EITCの規模は、75 年導入時に適用者数が 621 万人であったが、特に 88 年以降急速に拡

大し(88年 1,114 万人)、2001 年で適用者数が 1,910 万人で、所得税納税申告者の 15％に上

る。また、控除総額は 313億ドルに達する。このうち、還付方式に基づいて 2001 年に還付

を受けた者は 1,540 万人、控除額は 262 億ドル(控除総額の 84％)に及ぶ26（図表 1－7）。 

 

                                                 
23 2001年時点で、還付方式は 11州(コロラド､コロンビア特別区､カンサス､メリーランド､マサチューセ
ッツ、ミネソタ、ニュージャージー、ニューヨーク、オクラハマ、ウィンスコンシン、バーモント)で、課
税相殺方式は 5州(イリノイ、アイオワ、メーン、オレゴン、ロードアイランド)で採用されている。 
24 Johnson(2001)。 
25 各州の課税最低限の水準については、参考資料 1－2を参照。 
26 IRS(2001b)。 
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４ EITC による経済効果 

 

 EITCの導入及び拡充の効果を 3 つの側面からみてみよう。第 1 は、労働供給への影響で

あり、制度の目的にもあるように、プラスの効果が期待される。第 2 は、所得の再分配効

果であり、低所得層の所得水準を押し上げ、貧困状態から救済することが期待される。第 3

は、制度運営に伴い発生する影響についてである。 

 以下、順を追って検討する。 

 

（１）労働供給促進効果 

  

 EITCの労働供給に与える効果を検討するに当たっては、受給者の家族構成等の属性に考

慮する必要がある。特に、女性労働者については、既婚女性､シングル・マザーといったカ

テゴリー毎にみる必要があろう。また、労働供給も、労働力化率(労働市場参加)及び労働時

間の両方についてみてみる。 

 

（A）理論的整理 

 

EITCが就業者の就労行動に与える影響については、理論的には、労働供給を促進する効

果をもたらす一方で、既に働いている者に対しては労働時間を短縮させるマイナス効果が

生じ得ることが指摘されている。 

こうした点について、図表 1－8 の簡単な理論モデル（労働-余暇モデル）で整理しておこ

う27。 

 図中では、縦軸に可処分所得、横軸に時間が取られており、点 A から左に行くほど労働

時間が増加するように描かれている。労働時間が増加するほど稼得収入が増え、この関係

が線分 ABCDで描かれている。EITC適用後の可処分所得は、線分 APQRDに変化する。 

 個人は可処分所得と余暇時間を選択するものと考えると、その選択は無差別曲線 U とし

て表現される。 

 まず、EITC導入前に労働時間が僅かである、または就労を選択していない場合を考えて

みよう。図中では就労していないケース (点 A)を描いている。EITC 導入後予算制約は

APQRDとなることから、この個人は就労を選択(点 A’)し、その効用は U’となる。すなわち、

EITCの逓増段階では、この場合就労促進効果がみられる。 

 では、EITCの逓減段階では、どのようになるか。例えば現在点Cのところで就労してい

る個人が新しい予算制約線 APQRDに直面した時、新しい効用曲線 U3’がそれにどこで接す

るかで、その個人の就労行動が決定される。もし、線分 QR あるいは RD の区間で接点が

見当たらない場合、図中点 C’のようにコーナー解となり、労働時間が結果的に短縮される

                                                 
27 Eissa-Liebman(1996), Hotz-Scholz(2000a)等。 
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ことととなる。ここで、EITCにより上乗せされた予算制約の台形部分が具体的にどのよう

な大きさや形に設計されるかが、重要な要因となる。 

 このモデルで示されるように、EITC が労働供給を促進するか否かは、個人の所得･余暇

の選好と EITCの具体的設計に依存する。 

 ただし、このモデルではあくまで自由に労働時間等を選択できる個人を想定しており、

現実的には特に世帯主のフルタイム労働者には適用しがたい。また、実際問題として、各

個人がEITCのスキームを熟知して就労しているとは限らないことも、留意すべきである。 

 

（B）実証分析 

 

労働供給に関する影響について先行研究の分析結果をまとめると、女性特にシングル・

マザーについてその促進効果が大きく、その労働市場参加のトレンドの大きな部分が EITC

の拡充によるとの結論を得ている。また、労働時間への影響については、既に働いている

女性労働者特に既婚女性が就業調整を行い労働時間を短縮するマイナスの効果が示されて

いる。 

全体の労働供給及び労働時間への影響をみると、例えば Scholz(1996)は、93 年の EITC

の拡充措置がすでに就労している人の労働時間には負の効果を与えたものの、労働市場へ

の参入の増加により、それを十分補い得る押上げ効果があったとしている。 

  

（家族属性別の労働供給への影響） 

 シングル・マザーの就労への影響について、Eissa-Liebman(1996)は、86 年改正を挟む

84-86 年から 88-90 年の間で(73％から)2.8％の労働供給押上げ効果があったものとしてい

る。しかし、既に働いているシングル・マザーの労働時間引下げ効果はみられないと結論

した。また、Liebman(1998)は、84～96 年のシングル・マザーの大幅な就労率の増加の 59％

は、EITC による効果であるとしている。Meyer-Rosenbaum(1999)は、単身女性や有子既

婚女性､黒人等と比較して、より就労押上げ効果があったとしており、84～96 年のシング

ル・マザーの高い労働市場参加には税制や福祉政策､雇用政策の中で EITCの寄与が一番大

きかった (約 6 割 )としている。労働時間に対しても同様の効果を導いている。

Dickert-Hauser-Scholz(1995)も、93 年の EITC 拡大がシングル・マザーの労働参加率を

3.3％上昇させたと報告している。  

 一方、既婚者の就労への影響について、Eissa-Hoynes(1998)では、84-96 年における一連

の EITC の拡充は、子供のいる既婚男性の労働供給を僅かながら増加(0.2％)させる一方、

既婚女性のそれを 1％以上引き下げたとしている。結果的に、既婚夫婦の労働供給を引き下

げる(1.2％)効果があったと結論している。労働時間については、既に就労をしていて所得

が逓減局面にある子供のいる既婚女性では、約 20％労働時間が短縮されたと報告している。

Dickert-Hauser-Scholz(1995)でも、世帯主の配偶者(second earner)の就労に対して EITC

拡充がネガティブな影響を持つことが指摘されている（図表 1－9）。 
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（２）所得再分配効果 

 

（低所得者層の所得支援） 

 EITC申請者の所得分布をみると、97年には逓増段階（最も所得の低い層）には約23.3％、

定額段階には 18.2％、逓減段階には 58.3％分布している。これに対し、EITC 受給額はそ

れぞれ全体の 22.3％、26.4％、51.3％となっている28。 

 Liebman(1998)によれば、70 年代以降米国においては所得格差が拡大する傾向にあり、

所得 5 分位の最低所得層が得た所得のシェアが、76 年から 96 年の間に全体の 4.21％から

3.64％へと低下したものの、EITCによる再分配により 3.77％にまでシェアが回復したと推

計される。したがって、EITCは、所得再分配機能としても重要な役割を担っているといえ

る。 

 いくつかの実証研究結果によれば、EITCは、低所得層の生活水準の改善に役立っている。

また、Dickert-Hauser-Scholz(1995)は、93 年の EITCの拡充により約 50 万世帯が生活保

護受給状態から就労状態へと移行したと推定した。また、Greenstein-Shapiro(1998)では、

96年にはEITCに伴う所得増加により 460万人が貧困状態から脱却することができたとし

ている。Johnson(2001)も、99 年には 470 万人が貧困状態から脱け出ることができたとす

る。 

 政府においても、連邦統計局では、EITCの導入により 97 年に概ね 428 万人程度を貧困

ライン以上に引き上げたと見積もっている29。また、CEAは、EITCにより 98 年に 430 万

人が貧困から引き上げられたとしている30。 

 

（３）税務運営上の効果 

 

EITCの制度運営上のメリット及びデメリットを考えると、以下のような点が挙げられる。

すなわち、低所得層への財政的支援を税制と社会保障制度とで別個に行わず、税制として

統合して実施することから、高い受給率と運営コストの軽減が実現できる一方、ノンコン

プライアンス（納税協力義務違反）による過大請求が問題となっている。また、制度の拡

張とともにその財政負担を懸念する意見もある。 

 

（高い受給率）   

他の福祉政策と比較して、資産調査がないことなどから stigma が小さく、有資格者の受

給率(take-up rate)が高い。他の福祉政策の受給率が 5～7 割に止まるのに対し、EITCのそ

                                                 
28 Hotz-Scholz(2000a)。 
29 根岸(2000)。 
30 CEA(2000)。 
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れは 8 割以上に達する31（図表 1－10）。 

 

（制度の運営コストの軽減） 

 EITCは、他の社会保障プログラムと比して運営コストが小さくて済む。 

EITC受給者は、仮にEITCが存在しない場合でも納税申告をせねばならないため、EITC

の導入に伴う追加的負担の増加は小さい。税務全般を所掌とするIRS全体の年間予算が約80

億ドルであるのに対し、例えば95年の食料スタンプの運営コストは37億ドル、AFDC（児

童扶養扶助制度）では35億ドル要している32。Ventry(2000)によれば、EITCの運営コスト

がGAOの推計では支給額の1％であったが、95年のAFDCは総請求額の16％、食料スタンプ

は15.4％であった33。社会保障制度と組み合わせた形で運営すれば、その運営コストの節減

効果は大きなものとなることが予想される。 

 

（所要の財政規模） 

EITCに伴う財政措置の規模は、対象者数、控除水準及び受給率に依存する。 

前掲図表 1－7 にあるように、EITC は特に 80 年代後半以来拡大を続け、控除総額も、

受給者数の増加や控除水準の引上げ等により、2001 年で 313 億ドルに達している。連邦予

算規模でみても、90 年代に入って食料スタンプ、TANFよりも大きくなっている（図表 1

－11）。これに対し、EITCによる財政負担の拡大を懸念する意見も聞かれる。 

しかし、人口 1 人当たり平均の実質ベースでみると、経済成長率に比べ EITCの規模は、

最近はむしろ伸びが抑えられているとの指摘がある34（図表 1－12）。また、実際のデータ

の推移をみても、ここ数年間は受給者数及び控除総額ともに横ばいで推移している。 

 

（ノンコンプライアンスによる過大請求） 

EITCは納税申告書に基づく給付であるが故に、誤解､不注意､意図的過誤による過大請求

が少なくない。IRSにおいても、このノンコンプライアンスによる過大支出の問題は、重大

視されている35。 

逓増段階では所得の過小申告、逓減段階では過大申告が多くなるとの指摘がなされてい

る。特に、自営業者を中心に過大請求されることが多い36。また、控除額の増額のために申

請された子供が制度要件を充していない場合や、夫婦共同申告を充たしていない場合等の

                                                 
31 IRS(2002)によると、いくつかの調査報告では、EITCの受給者は有資格者の 75～86％に上ると報告し
ている。GAO(2001b)の推計では、99年の適格者 1,720万人のうち受給者は1,290万人、受給率は約 75％
としている。それを家族構成別にみると、子供なしの者では約 45％､子供 1 人の者では約 96％､子供 2 人
では約 93％､子供が 3人以上だと約 63％と推計される。 
32 Hotz-Scholz(2000b)。 
33 食料スタンプの給付額は 2001年で155.4 億ドルで、これに要した連邦政府の費用は 22.5 億ドル､給付
総額の 14％に相当した。 
34 Greenstein-Shapiro (1998)。 
35 GAO(2001a)。 
36 E.Saez助教授(ハーバード大学)インタビュー(2002年 4月)。 
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申告事例が多くみられる。 

GAO(2001a)によると、IRSは2度過大請求に関する報告を行っているが、その額として、

95年1～4月の申告について約44億ドル（EITC請求総額172億ドルのうちの約26％）が、98

年1～5月の申告について約93億ドル(同約31％)が報告されている。また、IRSによれば、99

年分のEITC申請額313億ドルのうち、85～99億ドルが不適格なものであり、その比率は27

～31.7％となった37。このようにEITCによる過大請求は、多額に上っている。過誤や不正

申告による個人所得税及び法人所得税の逸失税収総額年間1,000億ドルのうち、EITCによ

るものはわずか5％に充たない、とする見方もあるが38、過大請求が大きな問題になってい

ることは確かである。 

 

 

５ 英国の勤労世帯税額控除（WFTC） 

 

（１）WFTC 制度の概要 

 

（WFTC 制度の概要39） 

 英国の勤労世帯税額控除(Working Families’ Tax Credit: WFTC)は、FC(Family Credit)

を拡充する形で 99 年 10 月から導入された。低中所得世帯を対象とし、就労が所得の増加

につながる ‘make-work-pay’ であるように設計されるとともに、子供のいる世帯に対して、

育児を支援し親の就業を促進することを目的としている。 

その要件は、 

① 週 16 時間以上就労していること、 

② 1 人以上の養育すべき児童(16 歳以下もしくは 19 歳以下の学生)を有すること、 

③ 資産が 8,000 ポンド以下であること、 

④ 英国に居住していること、 

である。 

 控除額は、基準額が 62.50 ポンド(1.1万円40)で、就労者が週 30 時間以上働く場合にはさ

らに 11.65 ポンド上乗せされる。また、子供のいる場合、16 歳以下の子供 1 人につき 26.45

ポンド、16～18 歳の子供 1 人につき 27.20 ポンド支給される。その他に、子供の養育コス

トの 70％の金額(上限 135 ポンド、子供が 2 人以上の場合 200 ポンド)が児童扶養控除

(childcare tax credit)として支給される。 

 ただし、こうした控除額は、稼得所得やその他の収入が増加するにしたがって減額され

る。純所得41が週 94.50 ポンド(1.7 万円)を超えると、所得が１ポンド増える毎に控除額は

                                                 
37 IRS(2002a, b)。 
38 Greenstein-Shapiro (1998)。 
39 Inland Revenue(2001)。 
40 1ポンド＝183.12 円（2002年 7月 19日現在）。 
41 EITCでは総所得(gross income)をベースにするのに対し、WFTCでは所得税及び社会保険料負担を差
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55 ペンスずつ減額される。こうしたスキームを図示したのが、図表 1－13 である42。 

 支給期間は通常 26 週間となっている43。 

 

（その他の社会保障政策との整合性） 

子供の養育に係る税制と社会保障システムの関係は、図表1－14のように整理される。 

すなわち、子供を持つ世帯には、定額の児童手当(child benefit)が交付される44。さらに

児童税額控除(children’s tax credit)が、子供を持つすべての世帯に対して給付される45。た

だし、週当たりの収入が約630ポンドを超えると徐々に削減されていくことになる。また、

週当たり労働時間が16時間以下の場合は所得補助(income support)が給付される（図中では

週当たり収入が65.6ポンド以下で描かれている）。給付上限額は、年齢及び家族構成により

異なる。また、この所得補助は収入が上昇するにつれて急速に削減されていくことになる。

WFTCは、週当たり労働時間が16時間以上である世帯が支給対象となっている。税額控除

の給付は、年齢及び家族構成により設定され、収入の上昇につれて少しずつ減額されるこ

とになる。 

 

（WFTC 制度の特徴） 

 WFTCの特徴は、次のとおりである。第 1 に、週 16 時間以上の労働時間を就労条件とす

ることで、就労インセンティブを付与する仕組となっている。 

第 2 に、WFTCを前述した米国の EITCと比較すると、まず控除額のスケジュールに、

収入増に伴い控除額が増加する逓増段階が存在しない。taper(逓減)段階のみ存在する。第 1

の特徴とともに、制度設計が就労に影響を与え、後述するように、労働時間の分布に歪み

を発生させる結果となっている。 

 第 3 に、EITCと同様、子供のいる世帯特に single parentと無業の夫婦世帯への支援が

中心に位置付けられている46。 

 

（２）WFTC 導入の経緯47 

 扶養児童を有する低所得世帯を支援するため、71 年に FIS(Family Income Supplement)

が導入された。FISは、週 30 時間以上(single parentの場合 24 時間以上)の就労をする成

人がおり、かつ子供のいる世帯に対して賦与されるミーンズテストを伴う給付であった。

                                                                                                                                               
し引いた所得をベースとする。 
42 控除額の具体的算出の事例は、参考資料 1－3を参照。 
43 26週間毎に評価され、2週間に 1回給付されるか毎月の賃金に上乗せされる。EITCが年単位であるの
に比較して、短期の労働市場や就労インセンティブに影響を及ぼし得る。Brewer(2000)。 
44 Inland Revenueによると、WFTCは公的扶助の児童給付のレベルを下げ、他の福祉政策を代替するの
ではなく、むしろ補完する方向で導入された。Inland Revenueインタビュー(2002年 5月)。 
45 児童税額控除は 2001年 4月から導入され、同居する 16歳以下の子供を持つ者に対し、最大 442ポン
ドの税額控除が認められる。｢課税相殺方式｣を採用している。年間所得が 32,785 ポンドを超える場合、所
得 15ポンドにつき１ポンドずつ控除額が減額され、所得が約 41,000 ポンドを超えると控除がなくなる。 
46 Blundell-Hoynes(2001)。 
47 Blundell-Hoynes(2001)､Dilnot-McCrae (1999)他参照。 
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給付適用者数は、71 年当時で 7.1 万世帯であったが、その後適用基準の緩和や受給率の改

善、対象者数の増加により拡大し、85 年には 19.9 万人に達した。しかし、住宅手当等の支

給による FIS減額率が高かったため、(implicitの)限界税率が高く、労働インセンティブの

阻害要因を持っていた。 

こうしたことから、88 年には税制措置及び社会保障給付を統合して FC(Family Credit)

に拡充され、90 年代になると労働時間要件の引下げ(週 24 時間→16 時間)等によりさらに

受給者数が増加した（前掲図表 1－4）。 

WFTCは、子供を持つ低・中堅所得者層の所得を押し上げるために、FCに代わる新しい

税額控除の仕組として、98年のTaylor報告で導入が推奨され、98年10月に導入された。 

 

（３）WFTC の活用状況48 

  

WFTC（99 年導入以前は FC）は長期的に拡大傾向にあり、その適用世帯は 88年 5 月に

26 万世帯、97年 11 月に 79 万世帯であったが、2001 年 11 月には 129 万世帯に達した（図

表 1－15）。また、その平均控除額は、88 年の週 28.31ポンドから 97 年週 59.31 ポンド、

2001 年週 83.98 ポンドへと増加している。そのうち、労働時間が週 30 時間以上で控除額

の上乗せを受けている世帯は、76 万世帯となっている。また、児童扶養控除を併せて受け

ている者は 16 万世帯、平均控除額は週 38.97ポンドとなっている。 

 受給世帯の構成をみると、シングル･マザーが 50％、男性が世帯主(main earner)の子供

のいる夫婦世帯が 38％を占めている。また、受給世帯の年齢層を世帯主の年齢別にみると、

30-39 歳が 49％、次いで 40-49 歳が 24％、20-29 歳が 22％と続いている（図表 1－16）。 

 受給期間は、実際には 26 週間を超える場合が少なくなく、受給世帯の 72％が 26 週間を

上回っており、4 年以上になる世帯も 10％に達する。 

 

（４）WFTC のもたらす経済効果 

 

（WFTC と労働時間の関係） 

まず、税額控除を受けた世帯の稼得収入別及び労働時間別の分布をみてみよう。 

労働時間別の分布グラフをみると、税額控除の適用対象となる週 16 時間超のところでス

パイクが立っており、シングル・マザーについては、控除額が上乗せされる週 30 時間超の

ところでもスパイクが立っている（図表 1－17）。EITC のように逓増段階を設けず、それ

ぞれの労働時間のところで不連続に控除が支給ないし増額されるため、労働時間により歪

みを生じさせやすい。 

 労働時間と手取り所得の関係をみてみよう。図表 1－18 をみて明らかなように、WFTC

の存在により労働時間が 16 時間及び 30 時間のところで手取り所得が不連続に増加するこ

とがわかる。 

                                                 
48 特記のない限り 2001年 11月現在の数値。Inland Revenue(2001)。 
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（WFTC の労働供給促進効果） 

 WFTC による労働供給への影響をみると、シングル・マザーや配偶者の働いていない既

婚者に対して就労促進効果がみられる一方、既に配偶者が働いている既婚者の労働供給に

はマイナスの効果が観察されている。 

Blundell-Hoynes(2001)や Blundell-Reed(2000)等によれば、WFTCによる労働供給促進

効果は、約 6 万世帯の workless世帯の減少、及び全体で約 3 万世帯の労働供給の増加と試

算される。家族属性別では、シングル・マザー、配偶者が働いていない既婚男性及び女性

の雇用が増加する一方、配偶者が働いている既婚男性及び女性ではマイナスの効果がみら

れた。 

 

（WFTC の再分配効果） 

経済学者の分析結果をみると、WFTC は低所得層への所得支援という目的を概ね果たし

ているといえる。 

Dilnot-McCrae(1999)によれば、WFTC 導入による所得十分位別の可処分所得の増加率

をみると、(最下層からみて)第 2 分位で最も上昇率が高く(約 1.8％)、第 3 分位(約 1.2％)、

第 4 分位(約 0.5％)と続いており、所得控除等に比べ低所得層への再分配効果が大きい（図

表 1－19）。Dilnot-McCrae は、むしろ WFTC の役割として、労働供給促進効果よりも再

分配効果を強調している。 

世帯構成別では、Brewer-Gregg(2001)によれば、97 年以降の改革では児童扶養控除の対

象であるフルタイム労働者に最もメリットが大きかった一方、配偶者が週 200 ポンド程度

稼ぐ second-earnerの就労インセンティブにはマイナスの影響をもたらした。また、WFTC

導入により、運用 9 か月のうちに約 2.5 万人の single parentの雇用を押し上げたと試算し

ている。 

Duncan-Giles(1996)も、WFTCの前身の Family Creditについて、主に子供のいる夫婦

のうち 1 人が働いている世帯にメリットが大きく、子供のいる共稼ぎ世帯ではむしろ小さ

かったとしている。 

 

（５）WFTC の改革の方向性 

 

WFTCと障害者向けの DPTC（Disabled Person's Tax Credit）は 2003 年 4 月に廃止さ

れ、新たに児童税額控除(Child Tax Credit)と勤労税額控除(Working Tax Credit)が導入さ

れる予定である（図表 1－20）。 

CTCは、WFTCと児童税額控除（Children's Tax Credit）を統合することにより制度を

簡素合理化し、子供のいる低所得者層を支援し、貧困を削減することを目的としている。 

WTCは，子供の有無にかかわらず低賃金労働者を支援することに加え、フルタイム労働

に給付を限定することで勤労意欲を刺激することが目的となっており、障害者向けのDPTC
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とWFTCを統合しようとするものである。 

 

６ その他諸国における類似制度 

 

（１）各国の in-work credit の類型 

 

（各国の in-work credit 制度） 

 欧州その他諸国においても、低所得層の労働市場参加の促進及び所得支援のための

in-work creditが導入されている。ただし、税額控除制度の具体的設計は多様である。 

 具体的設計に当たっては、控除額水準や所得要件等のほかに、①還付方式か課税相殺方

式か、②控除額算出のパラメータとして逓増段階や逓減段階をどのように設定するか、③

要件に労働時間を設けるか、④対象は個人か世帯か、等整理すべき論点が存在する。 

 こうした論点について各国で実施されている現行制度をまとめたのが、図表 1－21 であ

る。 

 各国政府は、それぞれの政策目的に適った制度設計を試みており、例えば、イギリスや

アイルランドでは子供のいる世帯に適用対象を限定している。両国とも労働時間を要件に

付加し、対象となる所得層も比較的狭い幅に限定している。 

 

（２）その他諸国における in-work credit49 

 

（オランダの LITC50） 

 オランダでは、2001 年の所得税制改革で労働所得税額控除(Labour Income Tax Credit: 

LITC)を導入した。LITCの対象は労働所得を稼得する個人なので、同一世帯の例えば配偶

者両方が給付を受けることができる。 

 LITCには、逓減段階が存在しないため、労働所得があれば控除を受けることができる（図

表 1－22）。税額控除額は、所得が 7,360ユーロ(86.7 万円51)までは所得額の 1.751％、7,360

ユーロを超えて 14,717ユーロ(173.3万円)までは所得額の 10.751％となり、それ以上の所

得の場合は最高控除額 920 ユーロ(10.8万円)となる。27 歳以下の同居する子供がいる場合

は最高控除額は 1,261 ユーロ(14.8万円)となる。ただし、課税相殺方式を採用しており、控

除額は課税額を超えない。 

 LITCの特徴は、制度設計上逓減段階が存在しないため、労働所得を持つすべての者がそ

の恩恵に与る。そのメリットとしては、逓減段階による限界実効税率の上昇に伴う労働へ

のディスインセンティブは発生しない。しかし、他方で、比較的所得の高い層はその労働

インセンティブには何ら変化がないまま所得控除の恩恵を受けることとなり、政府の財政

                                                 
49 本節の記述は主に Gradus-Julsing(2001)及び IMF(2001)による。 
50 Ministry of Finance, Netherlands(2001)､Gradus-Julsing(2001)､IMF(2001)､森信(2001)。 
51 1ユーロ＝117.74円（2002 年 7月 19日現在）。 
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負担も大きい。 

 

（フランスの PPE） 

 フランスにおいても 2001 年初めに Prime Pour l’Emploi(PPE)が導入された。還付方式

で、高所得の部分には逓減段階が設けられている（図表 1－23）。片稼ぎで子供 2 人の世帯

の場合、労働所得が 20,575 フラン(36.9万円52)から 146,257 フラン(262.5 万円)である場合

に控除が適用される。逓増段階は 68,583 フラン(123.1 万円)まで続き、最大控除額 2,400

フラン(4.3 万円)に到達する。逓減段階は 2 段階に設定され、その段階では控除額は、所得

の増加に伴い 5.5％ずつ逓減する。2 つの逓減段階の間には、定額段階が挟まれた形となっ

ていることが特徴である。控除規模は比較的小さいが、今後拡充される予定となっている。 

 

（ベルギーの税額控除53） 

 ベルギーでは、2001 年からの税制改革の中で税額控除制度の導入が決定された。2002

年から 2004 年にかけて段階的に導入され、2004 年の時点では、必要経費や分離課税分等

を差し引いたネットの勤労所得が 5,130 ユーロ(60.4 万円)から 12,840 ユーロ(151.2 万円)

の間の世帯に対しては、440 ユーロ(5.2 万円)の税額控除が与えられる（図表 1－24）。逓増

段階及び逓減段階は、所得がそれぞれ 3,850ユーロから 5,130ユーロの間で、12,840ユー

ロから 16,680 ユーロの間で設けられることとなる。 

 

（フィンランドの勤労所得控除54） 

 90 年代初めの景気後退と失業率の高まりを受けて、90 年代半ばに税制改革が行われ、勤

労所得控除(earned income allowance)が導入された。その後毎年のように拡充が重ねられ、

2002 年には 2,079ユーロ(24.5 万円)にまで引き上げられることとなっている。 

2,500ユーロ(29.4 万円)を超過する所得額の 35%が所得控除額となり、最大 1,650 ユーロ

(19.4 万円)に達する。所得が 12,600 ユーロ(148.3 万円)を超えると所得控除額は超過所得額

について 3.5%ずつ減額され、所得が 59,700 ユーロ(702.9 万円)になると控除額はゼロとな

っている（図表 1－25）。この控除は税額控除(deduction)ではなく所得控除(allowance)であ

るため、その効果は相対的に小さい。逓増段階及び定額段階は比較的小さく、逓減段階が

大きく設定されている。 

 

（アイルランドの世帯所得補助） 

 アイルランドの低所得層支援として、勤労を要件とした世帯所得補助(Family Income 

Supplement: FIS)がある。本制度は低賃金で働く世帯に対する週単位の現金補助であり、

還付方式を採用している。少なくとも 3 か月間フルタイム(週 19 時間以上ないし 2 週間で

                                                 
52 1ユーロ＝6.55957フラン。 
53 Ministry of Finance, Belgium(2002)。 
54 Ministry of Finance, Finland(2001)､Gradus-Julsing(2001)。 
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38 時間以上)で働いており、かつ扶養すべき児童と同居している者であることが求められる。 

世帯属性毎に所得限度が設定されており、週単位で実際の所得額と所得限度額の 60％が

FISとして支給される（図表 1－26）。 

 本所得補助は近々税額控除に置き換えられることになっている。また、この他に職業復

帰所得控除(Back to Work Allowance: BWA)がある。 

 

 

７ まとめ 

 

 本章では、欧米諸国で導入されている in-work creditについて、米国の EITC及び英国

のWFTCを中心に、その概要及び経済効果等についてサーベイを行った。その結果をまと

めると、概ね以下のようになろう。 

 欧米諸国においては、所得格差や貧困問題への対応が社会的に大きな課題となっており、

低所得層、特に子供のいる single parent世帯への支援が政策的に推進すべき問題となって

いる。その中で、従来の低所得層に対する政府の支援施策は、就労を条件としない

(out-of-work)社会保障給付や税制措置によるものであった。このため、そうした支援措置の

存在が、かえって低所得層の就労インセンティブを阻害し、｢失業の罠｣あるいは｢貧困の罠｣

と呼ばれる状況を引き起こしているとの懸念が生じていた。これに対し、低所得者が就労

することによりその所得が増加し｢報われる｣ようにする(‘make work pay’)ため、就労を条

件とした(in-work)低所得層への支援策が講じられた。EITCやWFTC等の税額控除制度も、

この例に該当する。 

 米国 EITCの例でみると、稼得所得を有すること(すなわち就労していること)を要件とし

ていることや、稼得所得が増加するほど控除額が増加しかつ還付方式を採用することによ

り、低所得層にとって働くことのインセンティブを引き上げ、経済的自立を促す制度設計

となっている。また、低所得層の所得支援政策における中心的役割も担っている。 

 諸研究の分析結果によれば、女性特にシングル・マザーを中心に低所得層の就労を大き

く促進する効果を持ったことが指摘されている。ただし、既に働いている既婚女性では、

EITCの存在によりかえって就労調整が行われ、労働時間を引き下げるマイナス効果がみら

れたことも報告されている。 

 また、EITCは所得補助施策として、約 4～500 万人が貧困状態から脱することを可能に

するなど、期待された効果を発揮しているといえよう。 

 EITCは、社会保障給付と税制措置を統合したものであり、制度の運営コストの節減や高

い受給率の実現といったメリットもある一方、納税者の申告に依存するが故に多額の過大

請求が発生する等のデメリットも問題となっている。 

 制度設計として留意すべき点は、第 1 に、生活扶助等の社会保障給付との整合性を考慮

する必要があることである。第 2 に、逓減段階における控除額の逓減率等具体的設計の仕

方により、就労行動に歪みが発生させるおそれがあることである。第 3 に、国毎に所得分
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配や労働市場の状況等が異なることから、海外の先行事例をそのまま模倣するのではなく、

各国に適合した制度設計を心掛ける必要があることである。 
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Ⅱ 設備投資促進税制 

 

 経済成長の原動力となる設備投資は、経済の活性化の中心的役割を担うものとして、こ

れまでも内外を問わずマクロ経済政策運営の中で重要視されてきた。80 年代のレーガン政

権期においては、設備投資の促進による経済の活性化及びインフレに伴う企業設備の減価

等への対応を目的として、加速度償却制度や投資税額控除を始めとする設備投資促進税制

が導入された。 

 本章では、まず我が国を含む各国の設備投資税制に触れた後、レーガン政権期の投資促

進税制を中心に、その内容及び経済効果について概観する。 

 

１ 我が国及び海外諸国の設備投資税制 

 

（１）各国の設備投資関連税制 

 

（我が国の設備投資関連税制）  

我が国の現行設備投資税制では、特定の政策目的に即して税額控除及び特別償却制度が

設けられている。さらに中小企業・ベンチャー企業に対しては、特別の措置が講じられて

いる。 

税額控除は、対象設備の取得費用やリース費用総額の一定割合を法人税額から控除する

ものであり、所得控除と異なり税額から控除額をそのまま差し引くためメリットが大きい

が、赤字法人の場合繰越は 1 年しか認められない。 

一方、特別償却は、対象設備について初年度または一定期間に限り追加的な償却を認め、

課税を繰り延べるもので、赤字法人でも欠損金として 5 年間の繰越が認められている。た

だし、減価償却は期間損益のため、実質的なメリット額は課税繰延による金利分となる。

また、インフレ時には設備償却を効果的に進められることとなる55（図表 2－1）。 

 

（各国の設備投資関連税制） 

 各国においても、設備投資促進のための税制措置が実施されている。図表 2－2 にあるよ

うに、償却制度及び税額控除の特例措置が採用されており、中小企業向けや公害対策､エネ

ルギー対策等の特定政策目的に関して優遇措置が行われている。 

 

（２）各国の減価償却制度の違い 

 

（各国の減価償却制度） 

上で設備投資促進税制に関する特例措置をみたが、設備投資を行うに当たっては各資産

に係る減価償却制度の寛容さが重要な要因となり得る。 

                                                 
55 経済産業省(2002)。特別償却のメリットとインフレとの関係については、参考資料 2－1を参照。 
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主要 10 数か国の減価償却制度の概要をみると、償却方法は大多数の国で定額法もしくは

定率法が採用されており、特に建物に関しては定額法を採用している国が多い56（図表 2－

3）。償却期間については、資産もしくは産業別に耐用年数が決められ、それぞれの資産分

類毎に固定されている場合(日本､アイルランド､カナダ等)、一定の幅の期間で設定されてい

る場合(フランス等)､一部の資産について当局による調整のある場合(ドイツ､イタリア､中

国等)がある。 

特別償却は、特定のハイテク産業、研究開発、エネルギー開発、低開発地域での投資等

に使われる資産に対して、一部の国で採用されている。 

 

（米国における現行税制下での減価償却制度） 

米国の現行の税法下では、資産の使用開始時期に合わせて 3 種類の異なる減価償却制度

が存在している（図表 2－4）。経済再建租税法(ERTA81)以前に使用を開始した資産につい

ては、｢会計的思考｣に基づく減価償却制度が、81 年から 86 年に開始した資産については加

速度償却制度が、87 年以降に開始した資産については修正加速度償却制度が、それぞれ適

用される。このうち、後二者については次節で詳述する。 

 

 

２ レーガン政権期の設備投資促進税制 

 

（１）ERTA81 における設備投資促進税制の導入 

 

81 年経済再建租税法(ERTA81)では、加速度償却制度 (Accelerated Cost Recovery 

System：ACRS)、投資税額控除(Investment Tax Credit：ITC)が、設備投資減税の中心的

施策として導入された（図表 2－5）。 

 

（設備投資促進税制導入の背景） 

 70 年代後半に米国経済の生産性は低下しており、その原因の１つとして、設備投資の水

準が GNPの 10～13％程度と低水準であることが指摘されていた(日本は 14～20％程度)。 

これに加え、70 年代に進行したインフレが減価償却制度を通じ、設備投資を抑制する方

向に悪影響を与えていた。すなわち、従来の減価償却制度は、伝統的な財務会計上の減価

償却制度と同様の目的･方法(適正な損益・所得計算)で行われていた。しかし、会計上の減

価償却手続では過去の原価を将来に期間配分するため、インフレ期には、物価上昇分を含

む名目的な収益に、物価上昇分を含まない過去の原価が対応させられることから、費用控

除が不十分となってしまう57。このため、インフレ下では減価償却額の実質価値は減価して

しまい、償却不足が発生する。その償却不足分は利益として計上され、法人税の課税対象

                                                 
56 Joint Committee on Taxation(2002)。 
57 伊藤(2001)。 
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となることから、結果的にインフレは実質税率を引き上げ、設備投資を停滞させる要因と

なっていた58。 

 

（制度導入の経緯59） 

インフレの設備投資へのマイナス効果を抑制する対応策としては、物価指数の変動に償

却資産の原価を調整するインデクセーション(indexation)が考えられる。しかし、この方法

は、税制を複雑化させる上、インフレの影響はキャピタルゲインや利子所得にも及んでい

ることから、償却資産以外の財産についても同時に調整を行わないと税制構造を不安定に

するという問題も含んでいる｡ 

そこで、米財務省及び議会は、税制として簡素な ACRS に着目し、産業界もこれを支持

した。従来の減価償却制度は、事業用資産が所得を生ずる期間にわたってその費用の配分

を行うための会計方法であり、その目的は所得を適正に認定することにあると理解されて

きた｡そのためには、耐用年数の決定と償却方法の選択が重要となる｡耐用年数の基準は、

簡略化が行われてきたが、ACRS の導入に至って、耐用年数の決定による適正な所得の認

定という考え方を捨てて、減税の手段として原価回収期間の短縮そのものを目的とするこ

とに政策的意義が置かれた｡ 

 また、投資税額控除(ITC)は、米国においては、実質的に割増償却に代わる一般的な投資

促進機能を担う政策手法として期待され、62 年に創設され、廃止・再導入の後 78 年に恒久

制度化された。ITC は、投資促進効果が一時的かつ一般的で、経済情勢に弾力的に対応で

きることが特徴として挙げられる。 

このように、これらの設備投資税制は、政府、議会及び産業界が概ね支持して導入され

たが、労働側からは導入前から既に反対する意見が出された。これは、法人所得税収が大

幅に減少すること、資本集約的な大企業が優遇され労働集約的な小企業の競争力が低下す

ること、インフレ率と加速償却との関係が不明確であること、などによる。 

 

（２）設備投資促進税制の内容 

 

（加速度償却制度（ACRS）） 

 81 年１月１日以降に取得された土地を除くすべての固定資産に対して、投下された資本

の回収期間を大幅に短縮した｡これにより、資本回収期間は概ね旧制度の１/2に短縮された。

同時に、回収期間を 3 年､5 年､10 年､15 年の４分類に大幅に簡略化し、また、取得価額全

額を費用化することで残存価額をゼロとし、投資額を全額回収可能とした（図表 2－6 及び

図表 2－7）。 

償却額は、初期には 150％定率法が適用され、後に定額法に切り替えられて算定される。

                                                 
58 田近教授(一橋大学)によると、日本では戦後のシャウプ税制で資産再評価を行い、償却不足を解消して
いたが、米国では実施されて行っていなかった。どの時点かで行わなければならなかった資産再評価を、
ERTA81における ACRS で行う必要があった。（田近栄治一橋大学教授インタビュー(2002年 3月)） 
59 水野(1988)。 
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さらに、事業用資産として購入された資産のうち毎期 5,000 ドル分までを、資産計上する

ことなく取得した期に即時費用化することを認めた60｡ 

 ACRS は、会計上の減価償却制度から離れて投資された原価を回収するための制度とし

て位置づけられる。税法が実際の経済的な耐用年数よりも短い期間で償却することを認め

たことにより、経済的減価を超過する控除は、実質的にその部分について政府から無利子

の融資を受けるのと同じ効果がもたらされることとなる61。 

 

（投資税額控除（ITC）） 

償却可能資産の取得費用の一定割合を税額から控除し、法人税を減免する制度である。

62 年に創設された後、66 年 9 月から半年間の一時中断を経て、69 年 4 月に一旦廃止され

た｡その後 71 年に復活し、78 年に恒久制度となった。 

81 年の ERTA81では、インセンティブ効果を高めるために控除額（減税率）が引き上げ

られ、償却年数に合わせ 10％の投資税額控除（償却年数 3 年の資産については 6％の控除）

が行われた（図表 2－8）。これは 86 年に廃止されるまで続けられた。なお、投資控除の繰

越が従来の７年より 15 年に延長された（繰戻しは従来通り 3 年）。 

 

（セーフハーバーリース規定） 

ACRS及び ITCを利用できない赤字企業が、この恩典を利用する権利を黒字企業に事実

上売却することによって、減税効果を享受することができるようにする“セーフハーバー

リース規定”が同時に導入された。このリース規定の基礎となる原則は、ある産業のすべ

ての企業に対して、またすべての産業に対して平等の投資インセンティブを与えるという

ことである。また、リース規定の利点としては、節税目的の企業合併への誘因を少なくす

ることが期待された62。しかし、この規定の利用で黒字企業の実効税率がマイナスになる事

例が出て社会的批判が高まり、82 年公平税制・財政責任法により 84 年に廃止されることと

なった。 

 

（３）設備投資促進税制の理論的根拠 

  

（設備投資促進税制の理論的根拠） 

 設備投資促進税制には、設備投資の刺激策としての一時的措置としての議論と、長期的

な観点からの恒久的措置としての議論が存在する。設備投資促進税制が提唱される根拠に

は、設備投資の促進が技術進歩を促し、国際競争力を高めるといった直感的説明のほかに

も、経済理論的根拠として、①法人税率引下げよりも投資促進効果に優れ、財政負担も小

                                                 
60米国では、定額法以外の償却方法として加速償却がある。ACRS も加速償却の一種と考えられるが、経
済的な耐用年数から切り離して大幅に短縮した点に、特徴があると考えられる。 
61 伊藤(2001)。 
62 CEA(1982)。 
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さく、しかも他の資本ストックへの課税を変更させないこと、②住宅や無形資産(研究開発

や職業訓練)等に対する課税と比較して設備ストックへの課税が過大であるため、このバラ

ンスを図る必要があること、③誘発された設備投資に体化された技術･知識が周辺企業や社

会全体に波及する効果(spill-over効果)をもたらすこと、などが挙げられる63。 

 しかし、一方で、設備投資促進税制の導入は、一部の産業あるいは企業を優遇すること

により、市場機能に委ねられるべき効率的な投資配分が人為的に歪められることになるこ

とが批判されている。この中立性の問題は、特に促進税制の対象を限定した場合に特に顕

著となる。さらに、促進税制が還付方式(refundable)ではないことから、もともと税負担の

ない新設法人や欠損法人へのインセンティブを持ち得ない。このため、新設法人の成長を

損ね、また、欠損法人の吸収合併を促すという経済的攪乱を生じさせるおそれがある64。 

 

（ACRS と ITC の比較） 

ACRS（加速度償却制度）と ITC（投資税額控除）を比較すると、前者が資産種類毎に認

められるため一定の投資形態への誘因として作用するのに対し、後者では投資の刺激が一

時的かつ一般的に行われるため、経済情勢にフレキシブルに対応でき、なかんずく経済安

定機能も期待できるところに相違がある。ERTA81による ACRSと ITCの併用の目的は設

備投資の促進であるが、連邦政府の考えでは、資本形成を刺激することが経済成長ととも

に経済安定効果を持つということになる65。 

 Bosworth 氏も、ITCはより直接的手法であるため、景気循環の低迷期に設備投資を刺激

するといった投資のタイミングを変化させる効果を持ち、ACRSよりも ITCの方が一時的

な経済活性化には効果があるとしている66。 

 

（４）設備投資促進税制の効果と弊害 

 

 ACRSや ITCといった設備投資促進税制により法人税の限界実効税率が引き下げられ、

これに伴い資本コストが低下して、設備投資を喚起することが期待される。しかし、その

一方で、産業毎に実効税率に差異を発生させ、資源配分を歪めるといった問題が指摘され

た。 

  

（資本コストの低下） 

まず、ACRSや ITC等の実施により企業の資本コストが引き下げられることで、設備投

資が刺激されることが期待される。 

田近･油井(1998)や竹中他(1986)などによると、資本コストの変化には、投資財価格の変

                                                 
63 Gravelle(1993)。ただし、Gravelleはこの中で、期待される効果は薄いと結論づけている。 
64 水野(1988)。 
65 水野(1988)。 
66 B. Bosworth氏(Brookings Instituteシニアフェロー)ヒアリング(2002年4月)｡ 
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化及び投資財･生産物の相対価格の変化等の影響が大きいが、投資税額控除も大きな影響を

与え、税務上の減価償却の割引現在価値も有意に影響を与えている67。 

 また、米国の限界実効税率の推移を推計した結果をみると、限界実効税率は 60 年代から

70 年代を通して、投資税額控除の改廃に応じて大きく変化している｡80 年代に入って、加

速度償却制度の導入等により限界実効税率はマイナス値となり、86 年改正に至るまで、企

業投資が税制を通じて実質的に補助を享受していたことを示している（図表 2－9）｡ 

前川(1999)も、米国における資本コストの推移とその変動要因について分析を行っている｡

これによると、81 年税制改革後の 82 年には資本コストは 10％から 6％へと大幅に減少し

ており、減価償却等による節税分の寄与が大きいとしている（図表 2－10）。 

 Hasset-Hubbard(1996)は、ITCの導入、廃止の歴史からみて、恒久的なインセンティブ

に比べ特に一時的なインセンティブは、投資促進に短期的にはより大きな効果を与えると

して、ITCが資本コストと投資に影響を与えるとしている。 

 

（投資促進効果） 

80 年代の米国の GDP及び民間設備投資の動向を顧みると、81 年及び 84 年に大きく伸

びている｡ちなみに、ITCの遡及適用対象期及び取得資産への ACRS適用期は 81 年 1 月で

ある（図表 2－11）。 

 こうしたマクロ経済の動きに対し、Lindsey(1990)は、80 年代の経済成長が ERTA81に

より刺激された投資の増大によるものであったと結論している。すなわち、80 年代の景気

拡大における実際の推進力は投資支出であり、ERTA の投資刺激は極めて強力で、特筆す

べき結果を生んだ68。そして、その最も重要な規定が ACRSであるとしている。 

 特に、高い実質金利等他の経済環境要因が企業投資の障害になっていたにもかかわらず、

ACRS等税制の投資刺激効果が機能したことを挙げている。 

また、ミクロ分析からのアプローチとして、Goolsbee(1998)は、10％の ITCの導入によ

り、投資金額は農業機械で 5.5％、建設機械で 5.2％、鉱山機械で 5.4％増加するとの結果を

示している。 

一方、こうした見解に対し、Bosworth(1985)は、設備投資拡大が 81 年税制改革に起因す

ると結論づけるのは短絡的であるとした。それは、81 年改革による実物資産毎の実効税率

の変化は、同時期の企業による資産別の設備投資の拡大規模とは対応しておらず、設備投

資の増加が税率の引下げを反映したものとはなっていない（図表 2－12）。むしろ、設備コ

ストや資金調達コストの低下が設備投資の拡大の動きを説明するとしている。 

さらに、同氏は、「限界実効税率の低下は資本コストの低下をもたらすものの、それによ

りその影響の大きい産業の設備投資が促進されたわけではない。むしろ、投資に見合う需

                                                 
67 参考資料 2－2を参照。 
68「最近の例を見ると、投資支出は拡大の最初の 1年間で平均 23%増加し、最初の2年間は年率 13%で増
加する。しかし、1980 年代の拡大では最初の年に 41%という急増を示し、所期の 2 年間も年率 27%だっ
た。現在の拡大は、投資支出の通常の 2倍という激しい爆発とともに始まったのである。」（Lindsey(1990)） 
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要があるような経済状況にあるかどうかが重要な要因である」としている69。 

 

（設備投資促進税制のマイナスの効果） 

ACRS及び ITCに対しては、既に制定の過程から批判があったが、成立後はさらに強ま

った。これらの批判は、主に、①公平性の阻害、それに伴う②資源配分の歪み、③景気循環

の歪みに関するものである。 

① 税負担の公平性の阻害 

 インフレが鎮静傾向にある中で、黒字でありながら、法人所得税の実効税率がゼロ以

下となり、法人税を納めていない大企業が多数発生したことから、公平性の面で不満が

高まった。 

  McIntyre-Wilhelm(1985)では、275 の黒字法人を対象に調査を実施し、そのうちの

半数近い 129 社が、81 年から 84 年のうちで少なくとも１年は法人税を全く納めていな

いか、むしろ税金の還付を受け取る状態にあったと報告している（図表 2－13）。また、

この 129 社のうち 74 社は少なくとも 2 年以上、26 社は 3 年以上、9 社は 4 年間のどの

年度においても法人税を支払っていなかった。また、86年度の法人税の抜け穴(loophole)

は 1,199億ドルに上り、実に 86 年度の財政赤字の半分以上の規模に相当するとしてい

る。こうした法人税における法定表面税率と実効税率の差の主たる原因は、加速度償却

や投資税額控除の制度の利用によるものであると指摘している。 

 ② 資源配分の歪み 

   機械設備等への設備投資への優遇措置が差別的に大きくなったため、その他の建造

物や経済的耐用年数の短い資産(ハイテク設備等)への投資が相対的に不利になったこと

が指摘された。そのため、先にみたとおり、設備の種類毎に税負担が異なることになっ

た。さらに、この結果、使用する資本設備の構成の相違等を反映して、各産業で設備投

資に関する税負担にばらつきが観測されることとなった。 

82 年の大統領経済報告によると、新規償却資産に対する産業別の実効税率には、図

表 2－14 に示されているように、82 年では 37.1％(サービス及び商業)から△11.3％(自

動車)まで大きな幅が拡大し、産業間で税率に格差が生じている70。 

さらに、住宅施設への投資が疎かにされたとの指摘もある。 

③ 景気循環の歪み 

ACRSや ITCいずれの税負担軽減策によっても、景気が良い時の方が減税額は大き

くなるため、景気の振幅を大きくすることになる｡また時限的な措置で行うと駆け込み

需要とその反動を生み出すことになり、景気循環の歪みが大きくなると考えられるとの

                                                 
69 B. Bosworth氏(Brookings Instituteシニアフェロー)ヒアリング（2002年 4月）。さらに、同氏は、「限
界実効税率の低下による資本コストの低下は企業の設備投資の意思決定に即つながるわけではないので、
経済を刺激するというのであれば、むしろ個人所得税の減税を行うべきである｡この方が、経済へのインパ
クトはより直接的である」と述べている。 
70 CEA(1882)。 
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指摘がある71。 

 

（５）TRA86 における設備投資税制の改正 

 

86 年租税改革法(Tax Reform Act of 1986: TRA86)により、再び設備投資関連税制は改革

が行われた。 

 前述のとおり、ACRS及びITCは特定の産業・企業の資本コストを結果的にばらつきをも

って引き下げたことから、産業別･企業別･資金調達方法別72に異なるインセンティブを与え

る結果となり、結果的に資源配分に歪みをもたらすこととなった。 

 こうした資源配分及び税負担配分にもたらされた歪みを修正すべく、TRA86において是

正された。 

 

（改革の経緯）73 

 83 年には早くも税制改革案が議会に提出されている｡先駆けとなったのは、Bradley上院

議員と Gephardt下院議員により提出された Fair Tax Actであった。その後、いくつかの

議員案が提出された後、84 年末には財務省案が提示された。 

 84 年 11 月には、財務省報告74が公表された。公正・簡素に加えて経済成長75の観点を追

求しているのが特徴となっている。この中では、法人税の一律 33％への引下げ、ITCの廃

止、ACRSの廃止と新減価償却制度としての RCRS（Real Cost Recovery System：実質原

価回収制度）の導入が柱となっており、抜本的な方針転換が図られた。 

RCRSは、償却資産を 7 区分の償却期間(5,8,12,17,25,38,63年)に分類し、7 段階の償却

率(32,24,18,12,8,5,3％)で償却するもので、未償却残高にインデクセーションを導入してい

る。ACRSの極端な加速償却の軌道を、それ以前の ADRの線に戻そうとする改革案であっ

た。また、追加ミニマム税(Add-on Minimum Tax)は不必要として、廃止が提案された。 

 その後、大統領提案、上下両院提案と最終法案を経て、最終法案が 86 年 9 月に両院の本

会議を通過し、10 月に大統領の署名をもって TRA86 が成立した。 

 

（改革の内容） 

ITCは当初提案どおり廃止され、減価償却制度は MACRS（Modified ACRS）が採用さ

れた｡これは、資産を 8 区分の償却期間（3,5,7,10,15,20,27.5,31.5年）に分類し、3～36 年

までに分類し、3～10 年資産には 200％定率法、15、20 年資産には 150％定率法を適用し、

                                                 
71 中村純一氏(日本政策投資銀行調査部)インタビュー（2002年 3月）。 
72 支払利子に対する控除措置や配当所得への二重課税の問題等により、借入依存の投資を相対的に有利に
することとなり、税制が企業の資金調達方法に非中立的なものとなることが指摘される。 
73 西野(1998)。 
74 「公平・簡素及び経済成長のための“税制改革”（Tax Reform for Fairness, Simplicity, and Economic 
Growth）」。 
75 ｢経済成長｣とは中立的な税制―自由市場経済に本来備わっている成長への潜在力を阻害しない税制―
を頼りにするものであった。Department of Treasury(1984)。 
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後に定額法へ切り替える方法であった。27.5年及び 31.5 年資産は定額法が指定された（図

表 2－15）。 

 この改革案の策定プロセスは、当初は公正・簡素に置かれていた改革のターゲットが、

成長への配慮が強まるプロセスであったともいえる。このことが典型的に現れているのが

減価償却であり、財務省案の RCRSは 5 年から 63 年に及ぶ償却期間を採用して、現実の経

済的減価償却に対応した中立的償却制度を目指していた。しかし、大統領提案における

CCRS（資本原価回収制度）は中立性の点では後退し、さらに下院案 IDS(Investment 

Depreciation System：投資奨励償却制度76)や上院案、最終法案の ACRS修正案は、経済的

償却から離れた加速償却に再び近くなっている77。 

 

（改革の効果） 

 86 年税制改革の設備投資及び税収に対する影響をそれぞれみてみよう。 

 ① 設備投資への影響 

 MACRS は当初案からは大幅に後退したとはいえ、ACRS と比較して償却の加速度

を弱めている。前掲図表 2－9でみても、86年以降限界実効税率は大幅に上昇している。

すなわち、81 年改革での ACRS及び投資税額控除の組合せによる実効税率の大幅引下

げを元に戻したこととなる78。 

マクロの民間設備投資の動向をみると、86 年にはほぼ横ばいであったが、87 年には

プラスに転じ 88 年には大幅な増加となっている。実効税率の上昇による設備投資減退

が懸念されたにもかかわらず、設備投資が拡大したことについて、Auerbach-Hassett 

(1992)は、分野別に設備投資額を比較した結果、85 年から 88 年にかけてコンピュータ

や計算機などのハイテク投資が急激に伸びたことを指摘し、技術進歩等税制以外の要因

が税要因を上回ったことにより説明できるとしている。また、TRA86 の恩恵を受ける

はずの産業用ビルへの投資は横ばいに止まっているのに対し、産業用機器に対する投資

は ITCが廃止されたにもかかわらず 10％も伸びていることも挙げ、投資対象によって

受ける税の恩恵は異なること、実際に投資が増加したか減少したかは税以外の要因によ

る部分も大きいことを述べている（図表 2－16）。 

また、Hines (1998)は、ITCが設備投資を促進する結果、資金の社外流出が起き、企

業のデフォルトリスクが高まり金利が上昇することで、結果的に投資意欲は減退してい

たことを、TRA86前後の金利動向を分析することで実証し、そのことから ITCを廃止

した TRA86を評価している。 

                                                 
76 3年から 36年までに 10分類した資産を、5％を超えるインフレ時のみインフレ調整して償却する。 
77 以上、西野(1998)､宮島 (1985)等。このことを、大部分の機械・設備に適用される各提案の償却法
（ACRS(ERTA81)償却期間 5年、RCRS(財務省案)12年、CCRS(大統領案)7年、MACRS(最終案)5年）に
ついて、その速度・パターンを図表化してみると、明らかになる。図表 2－14及び参考資料 2－3を参照。 
78 Auerbach-Poterba (1987)。その中で、86年税制改革により 90年時点での平均実効税率は 35.7％で、
旧法を仮定した場合より 5.8％高いと推計している。そして、加速度償却の緩和等による平均実効税率の押
上げ効果は 11％の大きさに達すると計測している。 
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 一方、成長への寄与の面から、改革は効果がないかむしろ有害であったとする指摘も

ある。例えば、Lindsey(1990)は、86 年改正による法人税の負担増は資本市場に何ら効

率の向上をもたらさず、単に税負担が大きくなっただけであり、このために米国の資本

課税における歪みがさらに悪化する結果となったとしている79。 

 ② 資源配分への影響 

   投資税額控除の廃止や ACRS の修正により、実効税率の資産間格差が縮小され、資

本設備の実効税率が上昇した。この結果、法人税制が資源配分に対しより中立的なもの

へ改正された。87 年大統領経済報告によると、各企業部門の資本コストの格差は、改

革前の最大 70.3％から 86 年改正後には最大 27.0％まで縮小した80（図表 2－17）。 

③ 税収への影響 

   税収面からみれば、86 年改正により、法人税は大幅な税収増となった。 

減価償却制度や特定産業に対する課税面などでなおかなりの優遇措置を残している

ものの、それに伴い代替ミニマム課税を導入するといった対応を行うことなどにより、

87-91 年の 5 年間の法人税収の増加は 1,203 億ドルが見込まれた。これは、同期間の個

人税収の減少見込額 1,219 億ドルにほぼ見合う額であり、税収中立が維持されるよう設

計されていることとなる（図表 2－18）。 

 

 

３ まとめ 

 

米国では、81 年税制改正において投資税額控除及び ACRS 等の投資促進税制を導入･拡

充し、経済成長の牽引役たる設備投資の増進とインフレの進行に伴う減価償却不足の解消

を図った。 

 米国の民間設備投資は 83 年第 1 四半期頃から伸びが増加し、実質 GDP 成長率も急回復

をみせた。これに対して設備投資促進税制が寄与したのかどうかは議論が分かれているが、

短期的には実効税率の低下により投資への誘因の一つとなったことが考えられる。 

 しかし、81 年税制における投資促進税制は産業間・資産間で実効税率にばらつきを生じ

させた結果、効率的な資源配分に歪みをもたらし、産業間の税負担に不公平性を生じさせ

たことが問題を顕在化させ、86 年改正等で是正された経緯がある。この観点から、中長期

的にみると投資促進税制には反論もみられ、例えば Bosworth 氏は、加速度償却に関する現

状・妥当性について消極的な意見を持っている81。 

                                                 
79 具体例として、住宅取得の優遇策としての住宅ローン金利控除による、雇用を創出する工場から贅沢な
住宅への資本のシフトが挙げられている。 
80 CEA(1987)。 
81 B. Bosworth氏(Brookings Instituteシニアフェロー)ヒアリング（2002年4月）。それによれば、TRA86
以降では加速度償却を巡る議論は米国では活発ではなく、現在の償却期間は概ね経済的価値の償却に合っ
ていると思われる。物理的償却期間ではなく、経済的償却期間に基づくものにせよという議論は理解でき
るが、それ以上に短くする必要はあるかどうか疑問がある。やはり、陳腐化の早い資産でもその期間の妥
当性が経済的に証明されるかが重要である、としている。 
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Ⅲ 研究開発促進税制 

 

 長期的な経済発展を期するに当たって、産業の生産性の向上や新規市場の創出等を導く

研究開発投資の役割は、これまでに増して重要性が高まっている。特に、我が国では労働

力及び環境制約が今後さらに経済成長に課されることが予測される中で、技術革新が経済

発展の牽引役として期待される。また、先進諸国においても、研究開発の促進を政策的に

重視しそのための施策が導入されており、特に税制上の優遇措置が多くの国で採用されて

いる。 

 本章では、研究開発促進税制について、我が国、米英両国及び OECD諸国における概況

と施策としての効果等について検証する。また、研究開発促進税制の具体的設計について

も論じる。 

 

１ 研究開発投資の重要性 

 

（研究開発投資への政策的支援の必要性） 

研究開発投資に対する政策的支援を正当化する根拠は、理論的には、 

 ① 研究開発投資によりもたらされる社会的収益率は、私的収益率を上回ること、 

 ② 研究開発の成果の実現には不確実性が伴うこと、  

 ③ 研究開発費が固定費的性格を持つため、規模の小さい企業等では行いにくいこと、 

などの研究開発固有の特性により、研究開発投資が社会的望ましい水準に比べて過少投資

になりやすいことが挙げられる。 

特に、①については、研究開発による知識･技術は（特許権等により保護されるものの）

公共財的性格を持ち、同一産業内の企業や関連産業等をはじめ広範な便益をもたらす

(spill-over)効果を持つことから、研究開発を行った者が享受する私的収益以上に社会全体と

してメリットが波及する。社会的収益率と私的収益率には有意に大きな差が存在している

ことは、多くの実証研究によっても既に示されている82。 

②については、研究開発に伴う不確実性は、リスク回避的な企業の研究開発を躊躇させ

ることになる。また、研究開発の分野では情報の非対称性が顕著であることから、資金調

達が困難となりやすい。 

 

（政府の促進策と民間の研究開発への効果） 

 政府による研究開発の政策的推進は、その成果たる基礎的技術や知識が民間に提供され、

研究開発活動を後押しする効果(レバレッジ効果)や、民間の研究開発コストの節減効果が期

待される。しかし一方で、研究機会の先取りや研究開発の人材・物資等の価格の押上げを

                                                 
82 例えば Griffith(2000)は、製造業においては、R&D投資 1単位がもたらす当該産業内での産出増は 0.2
～0.3 程度であるのに対し、社会全体の産出増は 1程度に達するとしている。また、Jones-Williams(1998)
は、米国における R&D投資額は社会的に望ましい水準の 1/2～1/4 以下であるとしている。 
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通じて民間研究を押し退ける弊害(クラウドアウト効果)が生じる可能性や、もともと民間部

門が自ら行う研究開発に政策支援を行うことで単なる費用負担の肩代わり(代替効果)にし

かならないというおそれもある83。政府による支援が民間部門の研究開発活動を促進する効

果を持つのか、それとも阻害する効果を持つのかが、政策運営上の重要な論点となる。 

Guellec-van Pottelsberghe(2000)では、過去 20年間のOECD17か国のデータを用いて、

研究開発政策の効果について実証分析している。政府の研究開発支援の施策を、①研究開

発に対する直接的支出、②税額控除、③公共研究機関における研究84、④大学に対する資金

援助に分類して、その効果を推計した。 

それによると、①の政府による研究開発への支出は民間 R＆D 支出にプラスの効果があ

り、1ドルの政府支出は 1.7ドルの民間R&D支出を誘発するとしている。②の税額控除も、

プラスのインセンティブ効果を持っているとの結果となった。なお、①と②は代替関係に

あり、一方を拡充すればもう一方の施策の効果は低下する関係にある。③の公共研究機関

及び大学における防衛研究については、研究員やその他のリソース価格を高めるため、民

間 R&D をクラウドアウトするとしている。これは、大学からの知識･技術のスピルオーバ

ー効果は、データとして現れるにはかなりの時間がかかることによる。 

 また、Bloom-Griffith-van Reenen(2000)は、日本を含むOECD9か国について、1979～

97年の 19年間のデータを用いて税制の変更やR&D支出がもたらしたインパクトについて

実証分析をしている。その結果、R&D コストが 10％下がった場合、短期的には R&D 支出

を１％、長期的には 10％近く押し上げ、税によるインセンティブ付与は R&D を増加させ

るのに有効に働いていると結論している。 

 

２ 我が国における研究開発促進税制の現状 

 

（これまでの研究開発税制の推移） 

 我が国の現行制度以前の研究開発税制を顧みると、67 年に増加試験研究費税額控除制度

が導入されたが、その内容は、当該年度の試験研究費が過去最高額よりも増加した場合、

その増加分の 20％相当額を税額控除するものであった。また、それに加えて、特定の政策

目的に関する試験研究費に対しては、さらなる控除措置が設けられた。 

 それらを挙げると、以下のようになる。  

① 旧増加試験研究費税額控除制度（67～98 年度）： 

当該年度の試験研究費の額が過去最高額よりも増加した場合、増加分の 20％相当額

を税額控除。控除額は法人税の 10％を限度とする。 

 ② 特別試験研究費税額控除制度（93～98 年度）： 

当該年度において特別試験研究を行っている場合には、特別試験研究費の 6％相当額

                                                 
83 また、政策による人為的誘導が、研究開発に関する資源配分へ歪みをもたらすおそれも考えられる。 
84 ③及び④は、民間企業の R&Dをクラウドアウトするが、技術のスピルオーバーが発生するという点で、
マクロ的にはプラスの効果を与える。 



 36

を税額控除。控除額は①と併せて法人税額の 10％を限度とする。 

 ③ 事業革新法の特例による税額控除制度（95～98 年度）： 

事業革新法の認定事業者は、認定を受けた日から 3 年間は当該年度の試験研究費の

額が 93 年度から適用年度の直前事業年度までの最高額よりも増加した場合、増加分

の 10％相当額を税額控除。 

 ④ 基盤技術研究開発促進税制（ハイテク税制）（85～98 年度）： 

取得、制作又は建設した新たな基盤技術開発研究用資産を事業の用に供した場合、取

得価格の 5％相当額を税額控除。控除額は①と併せて法人税額の 13％を限度とする。 

⑤ 特定試験研究会社株式取得特例（88～98 年度）： 

特定試験研究会社の株式取得価額の 20％を①～④の試験研究費の額に加算。 

 

（現行の増加試験研究税制） 

 現行の増加試験研究税制は、それまでの措置を廃止、吸収して拡充する形で 99 年度から

導入された85。これは、従来の制度の下では増加試験研究費に係る税額控除額の算定に当た

って過去最大額を基準にしており、基準額が高すぎるのではないかという議論があったこ

とが、背景として挙げられる。 

 内容は、2003 年 3 月 31 日までに開始される事業年度を適用期限とし、当該年度の試験

研究費の額が過去 5 年のうち上位 3 年の平均額（比較試験研究費）よりも増加した場合、

増加分の 15%相当額を税額控除するものである。ただし、研究開発費の「増加の努力」の

過程を適切に反映できることができるように、当該年度の試験研究費が前年度及び前々年

度の試験研究費（基準試験研究費）を下回らないことを要件とする86。また、税額控除限度

額は、原則として法人税額の 12％としている。 

 90 年代には増加試験研究費等税額控除の適用額は減少してきたが、2000 年度から緩やか

な増加に転じ、2001 年度で約 410 億円(財務省推計)となっている（図表 3－1）。 

 

（我が国の研究開発の現状87） 

                                                 
85 小池(1999)。租税特別措置法42条の 4。 
86 用語の定義は以下のとおりである。 
試験研究費：製品の製造又は技術の改良、考案若しくは発明に係る試験研究のために要する費用で政
令で定めるものをいう。 

比較試験研究費：適用年度の開始の日前 5 年以内に開始した各事業年度の所得金額の計算上、損金の
額に算入される試験研究費のうち当該試験研究費の額が最も多いものから順次その順位を付す。
その第 1順位から第 3順位までの当該試験研究費の額の合計額を 3で除して計算した金額をい
う。 

基準試験研究費：適用年度の開始の日前 2 年以内に開始した各事業年度の所得金額の計算上、損金の
額に算入される試験研究費の額のうち最も多い額をいう。 

試験研究費に含まれる人件費：租税措置法第 42条の４第 3項第 2号に規定する試験研究費に含まれる
人件費は、専門的知識を持って試験研究の業務に専ら従事する者に係るものをいうのであるか
ら、たとえ研究所等に専属する者に係るものであっても、例えば事務職員、守衛、運転手等の
ように試験研究に直接従事していない者に係るものは、これに含まれないことに留意する。（租
税特別措置法通達(平成 13年)） 

87 経済産業省(2002)。 
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 近年においては、我が国企業の研究費の伸びは鈍化しており、年間 10 兆円程度で推移し

ている。研究費の内訳をみると、2000 年度では、人件費が全体の 4 割、その他経費が 3 割

弱、原材料費が 2 割、研究用固定資産購入費が 1 割弱となっている。また、研究ステージ

別の内訳は、開発研究に 7 割近くの投資をしていることがわかる（図表 3－2）。 

 産業別でみると、製造業が企業等による研究費の約 9 割を占め、その中でも電気機械、

化学、輸送用機械の上位 3 産業で全体の 6 割以上を占めている。売上高に対する研究費の

比率でみても、電気機械、化学は他の産業と比べ相当に高い。最も売上高比率が高いのは

ソフトウェア産業であるが、この 3 年でその比率はかなり下落している。 

 また、資本金階級別に研究費総額をみると、資本金階級 100 億円以上の会社が全体の 7

割以上を占める。(図表 3－3) 

 

 

３ 米国の研究開発促進税制 

 

（１）米国の研究開発税制の変遷88 

 

（81 年税制改革における研究開発促進税制の創設） 

米国では、70 年代後半から産業の空洞化が著しく、生産拠点及び販売拠点のみならず研

究開発拠点についても、国外へのシフトが危惧され始めていた。国内における次世代を担

うハイテク産業の育成、技術革新による生産性向上は政策上の重要課題であり、試験研究

費に関する政府支援の重要性が認識されるようになった。特にコンピュータ関連､ソフトウ

ェアの分野が強く意識され始め、受託試験研究も奨励されるようになっていった。 

こうした中、レーガン政権は、81年経済再建租税法（Economic Recovery Tax Act of 1981）

において、新たに増加試験研究費の税額控除を創設した。この制度では、前述した研究開

発の国内空洞化への懸念の観点から、対象をアメリカ国内での活動のみに限定している。 

 

（増加試験研究費税額控除の概要） 

 本税額控除制度は、81 年 6月 30 日以降 86 年以前に営業又は事業のために支払い又は発

生した額について、当該課税年度の適格研究費(qualified research expenses)のうち、直前

3 課税年度の平均基準期間研究費を超える部分の 25％に相当する金額を、所得税額から税

額控除するものである。 

米国では、試験研究費(research and experimental expenditures)は、試験的なモデル､

製造方法､製品､新案等開発に関するコスト、特許申請のコストが含まれる89。適格研究費に

                                                 
88 入江(1998)。 
89 納税者が負担するコストだけでなく、納税者のために他の者・組織が行った試験研究に対するコスト
も含まれる。ソフトウエア開発コストは試験研究費に該当する。 
税務上の処理方法としては、ソフトウエア開発コストは試験研究費に該当し、損金として控除､繰延償却
でき、償却期間は 60か月である。支払または発生年度の損金として処理される。償却性資産は有効期間に
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は、次のようなものが該当する90。 

・ 研究のための労務費及び材料費(インハウスの調査に従事する者の賃金､施設､消耗品

の費用) 

・ 研究施設、コンピュータ等を研究用に使用するための賃借料等の支払金 

・ 委託研究のための支払金の 65% 

・ 大学または特定の科学研究機関が行う基礎研究のための費用(寄付金を含む)の 65％ 

   

（86 年税制改革による制度の拡充） 

 86 年税制改革においては、法人税率の引下げが実施される一方で、各種租税特別措置が

縮減された。研究開発税制についても、控除率の引下げ(25％→20％)が行われた。他方、試

験研究費の増額分以外に、大学基礎研究費の研究最低限度額等を超える部分に対しても、

20％の税額控除が認められた。税額控除額が課税額を上回った場合は、3 年の繰戻しまたは

15 年の繰越が認められることとなった。また、一般事業税額控除の制限も受けるように変

更され、税額が 25,000 ドルを超えた部分については、その 75%相当額のみが控除対象とな

ることとされた。 

改正後の研究の定義はより制限的なものになり、改正後は、さらに以下のような研究も

対象から除外された。 

 ・ 実験または試験のための研究開発費用でないもの 

 ・ 品質管理を目的とした原材料または製品の検査費用または効率調査、マネジメント

研究、消費者調査、広告もしくは販売促進のための費用 

 ・ 他人の特許権、モデル、生産工程等を取得するための費用 

 ・ 文芸、歴史またはこれに類するプロジェクトに関連して生ずる費用 

適格費用からは、適格研究の遂行上動産を使用する権利に対する賃借料等の支払金は除

外されたが、ソフトウェア開発費は引き続き適用対象となり、ソフトウェア開発の重視の

姿勢がうかがわれる。 

 

（現行の研究開発促進税制） 

 現行税制下では、以下の①、②から企業が選択できる。また、控除限度額は、税額控除

前の税額より 25,000 ドルを差し引いた額の 25％が上限となる。研究活動に限定した資産・

設備に対する特別償却制度は存在しない。 

① 試験研究費税額控除（Research and Experimentation (R&E) Tax Credit） 

 89 年オムニバス予算調整法により改正された。試験研究費の基準額からの増加分の

20%を税額控除する。基準額は、 

                                                                                                                                               
わたり償却費として控除でき、償却性資産でない場合(確定できる有効期間がない場合)繰り延べられる。繰
り延べられた試験研究費は、納税者により選択された 60か月以上の期間にわたり均等額が損金として償却
される。 
90 なお、研究の定義として、以下のような研究は除外される。すなわち、①米国外で行われた研究、②社
会科学及び人文科学分野での研究、③他の者又は政府機関から資金援助を受けた研究は対象外となる。 
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基準額＝過去 4 年の平均年間収入額×固定基準比率 

として算出され、固定基準比率は、 

固定基準比率＝下記年度の適格試験研究費の総額 

／84年 1月 1日～88年 12月31日中に開始した課税年度の収入総額 

 （ただし､16％を最高額とする） 

として導かれる。 

② 代替増額分税額控除（Alternative Incremental Research Credit: AIRC） 

96 年の小規模事業雇用保護法(Small Business Job Protection Act of 1996)で導入され

た。従来の増加試験研究費税額控除制度が、基準年次を 84～88年に定めていることから、

新興企業が当該税制を利用できないという問題を解消する目的を持っていた。（この制度

が導入される前は、新興企業については一律 3％の固定基準比率が①の制度に対して適用

されていた。） 

 内容は、売上に対する試験研究費の割合に応じた税額控除を行うもので、控除率は、 

試験研究費／売上高の割合が 1～1.5％  2.65％(1.65%) 

                   1.5～2％   3.2％(2.2%) 

                   2％より大  3.75％(2.75%) 

となっている(括弧内は 96 年当初の控除率)。 

適格な試験研究支出額を、上記の試験研究費･売上高比率毎に分解し、それぞれに控除

率を適用して控除額合計が算出される（具体的な控除額計算の事例は図表 3－4 を参照）。

なお、99 年納税救済延長法により控除率を１％引き上げたが、その期間は 2004 年 6 月

30 日までとなっている。 

この代替増額分税額控除制度について、例えば Hall 教授は、一律の比率の設定がシン

プルで好ましいこと、80 年代のデータがない新規参入企業の場合でも利用できることを、

この手法のメリットとして評価している91。 

 

（２）米国の研究開発税制の評価 

 

（税控除による研究開発の促進効果） 

Hall-van Reenen(1999)は、これまでの実証研究をサーベイし、税控除制度が R&D 誘発

効果を有意に発揮したとしている。それによれば、分析対象期間が早い研究ほど、税控除

政策の価格弾性値は計上されないか小さい92（図表 3－5）。ただし、使用データの相違があ

るため、その弾性値の相違が控除に対する反応の変化であるのか否かは不明である。複数

の先行研究の結果を概説すると、1 ドルの税控除は 1 ドルかそれを上回る R&D 支出増につ

ながったと結論している。（さらに、80 年代前半はまだ企業が施策に順応していない可能性

                                                 
91 B. Hall教授(カリフォルニア大学バークレー校)ヒアリング（2002 年 4月）。 
92 80年代前期だけのデータを用いている実証研究は、使用するデータの制約等から信頼性に問題として
いる。 
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もあるため、この推計値は過小評価の可能性がある93。） 

 

（税額控除制度による政府の減収規模） 

1989 年の米国政府監査室(General Accounting Office)の推計によれば、81 年の税額控除

の導入による減収規模は 81～85年で約70億ドルとされている94。行政管理予算局(Office of 

Management and Budget)の推計によると、2000 年時点での減収規模は 33.1 億ドルとなっ

ている。 

 

（税控除と資源配分） 

補助金等政府がプロジェクトに対し直接資金を支出する場合は、ロビイストや官僚の影

響を受けやすく、効率的な資金配分が妨げられやすい一方、税控除方式は企業側に選択肢

を与えている点で、仕組として優れているとの指摘がある95。ただし、税控除であっても還

付方式でないため、利益がなく課税負担をもともと負っていない企業にとってはメリット

がなく、企業規模や利益の多寡によって効果は一様ではなくなる。 

 

 

４ 英国の研究開発促進税制 

 

 英国の民間企業の研究開発投資は、74 年には対 GDP比率で 1.4％と、他の先進諸国(日､

米､仏､独)よりも高い水準であったが、その後他の諸国の比率が上昇したのに対して英国の

それは横ばいで推移し、結果的に 5 か国の中で最低水準となっている96。 

こうしたことから、英国においても研究開発を促進するための環境整備が進められてお

り、本節ではそのうち促進税制についてみる。 

 

（１）英国における研究開発促進税制の概要 

 

（Scientific Research Allowance(SRA)） 

45 年から導入されており、経常的支出については、研究開発に要した経常支出の全額を

損金算入することが認められる。資本的支出については、機械設備購入費の資本支出は、

初年度に 100％償却が可能となる（ただし、土地・建物は対象外）。これらは、当該年度に

未使用の控除残高は繰越が認められる。 

 

（Research and Development Allowance（RDA）） 

                                                 
93 税額控除は 81年 1月から遡及適用される。 
94 Griffith(2000)。 
95 Hall-van Reenen(1999)。 
96 Griffith(2000)。 
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2000 年財政法により新規に導入された97。SRA の優遇措置を従来どおり存続させつつ、

中小企業(SME)98のために以下のルールを設定した。なお、税制優遇に関する定義はそれま

での「科学的調査(Scientific Research)」から｢研究開発(Research and development)｣に変

更された。 

 ① R&D tax relief（R&D 租税負担軽減措置）： 

R&D に支出した経費を 100％→150％に割増可能とし、課税所得額より控除する。 

② Payable R&D tax credit（R&D 税控除給付）： 

利益を出していない企業については、適格 R&D 支出の 24％について、国庫よりキ

ャッシュの支払いという形で優遇措置を受けることができる。 

 R&D の定義は、科学技術分野において創造的もしくは革新的な活動に関わるものであっ

て、知識の拡張を伴い、新領域を開拓するものや科学技術分野の不確実性を解決するよう

なものとされる。具体的には、純粋に理論的な面での研究から、実務的な目的や生産面で

の実験的な発展を伴うものまでが含まれる。 

 ただし、すべての企業、支出が対象とはならず、特に重要な条件は以下のとおりである。 

・ 中小企業(SME)のみが対象となり、個人及びパートナーシップは対象とならない。 

・ R&D は、必ずしもイギリス国内で始められたものに限らない。 

・ R&D から生まれた知的財産の所有権は企業が保有しなければならない。 

・ R&D 支出は、年間で 25,000 ポンド以上なければならない。 

・ R&D 支出には、直接係わった職員の人件費、消耗品、他社への委託費用が含まれる。 

・ 費用を他人が支払ってはならない。また、その一部でも政府の援助を受けている場

合には適用されない。 

 

（R&D Tax Relief：R&D 租税負担軽減措置） 

 R&D Tax Relief は、課税所得を算定する際に適格 R&D支出の金額 150%に割増しして

損金算入することができる。これは決算期終了後 6 か月後までに申請し、また適格支出全

額に対してこの措置を適用しなくてはならない。なお、これによって当期損失が発生した

場合は、Payable R&D Tax Creditの適用を申請することができる99。 

 

                                                 
97 導入の背景として、ハイテク･ベンチャー企業の育成を支援するため、政府は、Oxford大学の技術を商
用化することにより成功を収めていたベンチャー企業の Oxford Instrument 社の創設者であるウィリアム
ズ氏に、こうした企業を数多く輩出するための施策に関する報告書の作成を依頼した。その報告書では、
税控除だけでなく中小企業の資金繰りの支援等も項目も記されていた。財務省、貿易産業省(DTI)ともに中
小企業の研究開発力のアップが喫緊の課題であることを認識しており、この報告書をもとに検討を行い、
RDA の制度が 2000 年に導入された。A. Page氏(HM Treasury)ヒアリング(2002年 4月)。 
98 イギリスにおける中小企業（SME）の定義は、従業員 250人以下で、かつ売上高が 4,000万ユーロ以
下もしくは総資産が 2,700万ユーロ以下の企業。SMEが株もしくは議決権を 25％以上保有している企業
も計算に含まれる。ここで 25％の基準は、EUにおける基準を採用している。なお中小企業の規制を緩和
するには、EUの承認が必要である。 
99 仮にコンソーシアム(企業連合)でその保有する会社が損失を出した場合、当該会社の軽減措置による損
失を中小企業ではないコンソーシアムの企業に通算することはできない。 
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（Payable R&D Tax Credit：R&D 税控除給付） 

 R&D 支出に伴って損失が発生した企業は、R&D 税控除給付の適用を申請できる。 

企業は、R&D の損失について、適格 R&D支出の 150％の金額ないし営業損失額のうち

少ない額が R&D に起因する損失額とされ、その 16％(適格 R＆D支出の 24％)について国

庫よりキャッシュでの支払が行われる。 

控除の支払額上限は、その企業がその会計期間に支払った PAYE(賃金の源泉徴収額)と

NIC(国民保険の企業負担分)の総額であり、その対象者は R＆Dに従事した者に限らない。 

 

（今後の改革の方向） 

大企業向けの税控除が 2002 年の予算案に含まれており、導入される予定である。45 年に

施行された SRAの撤廃ではなく、中小企業向けと大企業向けの統合を目指したものである。

SRAは廃止されるのではなく、その内容と名称を変更するものである。 

SRAにおいて適格な研究開発活動とみなされる範囲は、英貿易産業省(DTI)の裁量による

部分があり、採用されなかった場合の不服申立もみられた。このため、2000 年に導入され

た中小企業向けのRDAと同様の基準を用いることができるようにガイドラインが設けられ

た。 

なお、控除額の算定方式については、R&D 支出額の増加分ベースの税控除と総額ベース

の税控除方式の両者がケースとして考えられる中、2001 年 12 月には、英大蔵省としては

総額ベース方式の採用を決定した100。その根拠として、総額ベースが仕組として簡素であ

ることや、企業にとって投資決定時に税控除がどれくらい受けられるか予見しやすいこと、

研究開発を長期にわたり継続的に行っている企業にとってより公平であること等が挙げら

れている。大蔵省の “Designs for Innovation”101では、図表 3－6 のように、総額ベース方

式に基づいた３つのスキームが、その長短所等について検討されている102。 

 

（２）研究開発税制の評価 

 

（研究開発税制の効果） 

 英大蔵省によれば、RDAはまだ導入されて新しい制度なので、まだその評価自体はみら

れない。ただ、導入後にマーケットリサーチを実施した結果、まだ導入されて時期が十分

に経過していないためか、制度の存在を知っている者は十分知っているものの、知らない

者は全く知らないという状況であった。なお、IFS(Institute for Fiscal Studies)等で理論的

な研究は行われており、控除により研究開発コストが下がることから、R&D 支出が増加す

ることを示している103。 

                                                 
100 HM Treasury and Inland Revenue(2001b)。なお、2001年 3月の consultation paperでは、2年間移
動平均による増加分ベース控除方式を検討していた（HM Treasury and Inland Revenue(2001a)）。 
101 HM Treasury and Inland Revenue(2001b)。 
102 Griffith-Hawkins-Simpson(2002)では、３つの方式を費用効率性の観点から検証している。 
103 A. Page氏(HM Treasury)ヒアリング（2002年 4月)。なお、Griffith-Redding-van Reenen(2001)は、
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 SRAについては、van Reenen(1997)において、主要先進国の企業のパネルデータを用い

て分析を行った結果、イギリスの R&D 投資の伸びが他国と比べて遅いことの要因の一つと

して、イギリス政府の税制による支援の弱さを挙げている。 

 また、van Reenen 教授によれば、研究開発費全体の控除を導入した場合に、オーストラ

リアやカナダでは実効税率は大幅に下落しており、米国でも研究開発控除と研究開発費増

額の間は強い因果関係が認められている。しかし、英 RDAについては、導入されて間もな

いため、その効果についての分析は行われていない。研究開発控除は、導入してもすぐに

効果が出るわけではない。企業としても、制度が導入されてすぐに科学者を一気に雇うこ

とはできず、その効果が顕在化してくるのは 2～3 年後であろうということであった104。 

なお、教授は、研究開発税制の問題点として、マーケティング費用等が項目変えされて研

究開発費として申請されるケース(‘relabelling’ problem)を指摘している。マーケティング

等は他社へのスピルオーバーがなく、便益は自社だけに限定されてしまう。さらに、他の

問題点として、法人税の支払い企業（利益計上企業）にしか税制によるインセンティブを

与えられないことがある。税控除の仕組を採る限り、赤字企業には研究開発費を増加させ

るインセンティブを与えることはできない。（ただし、イギリスのように赤字企業に対して

もキャッシュでの支払いを行う場合は、この限りではない）。 

 

 

５ OECD 諸国における研究開発促進税制 

 

（１）OECD 諸国の研究開発促進税制の概況 

 

（研究開発に係る税制の現況） 

 研究開発促進税制の手法には、所得控除(exemption)､引当金(allowance)､税額控除

(credit)､課税繰延(tax deferral)､税率引下げ(rate relief)が考えられる。 

 OECD(2001)によれば、99年時点でOECD諸国の中で研究開発税制を採用しているのは、

税額控除は日本も含めて 10 か国、引当金は 6 か国である（図表 3－7）。 

 また、R&D 資産について特別償却を認めている国は 10 か国である（図表 3－8）。その

うち機械器具類についてみると、カナダ､デンマーク(基礎研究)､スペイン､イギリスについ

ては即時償却が認められている。 

 税額控除及び引当金制度についてみると、それぞれ総額ベース方式または増加分ベース

方式が採用されているが、税額控除については、総額ベース方式の方が OECD諸国内で採

用している国が少なく、純粋な総額ベースの国はカナダ、イタリア、メキシコのみである。

引当金については、逆に増加分ベースを採用している国はアイルランドのみである。（図表

                                                                                                                                               
多くの前提を置いた上で2001年3月に提案された増加分ベースの控除によるR&D支出の増加や生産性向
上、生産(付加価値)の増加を試算している。 
104 J. van Reenen 教授(ロンドンユニバーシティカレッジ)ヒアリング（2002年 4月）。 
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3－9） 

 

（２）OECD 諸国における研究開発の現状 

 

最近における OECD諸国の民間研究開発支出の推移を対GDP比でみると、日米英独仏

の 5 か国では約 1～2％の比率で推移している（図表 3－10）。我が国は米国と並んで 2％を

超える水準となっており、他の欧州諸国と比較して高い民間研究開発費が支出されている

こととなる。なお、研究開発費の内訳としては、9 割以上が経常支出であり、その内人件費

が約 4 割から 6 割を占めている（図表 3－11）。 

 

（３）各国における研究開発税制の比較 

 

（OECD による推計結果） 

 OECD(2001)では、OECD各国の R&D に係る税負担の度合いを「B-INDEX」という指

標を用いて推計している。B-INDEX は、R&D 初期投資に伴って将来的に必要となるコス

トと適用される税額を支払うために必要となる金額を足し合わせ、現在価値として推計し

た指標である105。B-INDEXが低いほど R&D 投資の負担が小さいことを意味する。 

 OECDが 99－2000 年のデータを用いて推計した各国の B-INDEXは、図表 3－12 の通

りである。大企業向け、小企業向け両方とも B-index が最も低いのはスペインで、ともに

最も高いのはニュージーランドという結果になった。イギリス、イタリアなどは中小企業

向けに特に優遇を行っていることがわかる。 

 この B-INDEX の大小により税制の研究開発へのインセンティブの大小を分類してみる

と、我が国はアメリカやフランスとともに緩やかなインセンティブ提供国に位置付けられ

る（図表 3－13）。オーストラリア､オーストリア､カナダ､デンマークなどが、税制により高

いインセンティブを与えている国として挙げられている。 

 

（Bloom et al.(1996)等による時系列推計結果） 

Bloom-Chennells-Griffith-van Reenen(1996)では、79～94 年の日本を含む OECD9 か国

を抽出し、各国の R&D 税控除や減価償却の状況、また、法人税率のデータ等を考慮した

R&D の使用コスト106を時系列で推計している。 

これによると、使用コストには各国間でばらつきがあり、R&D に対して寛大な国（使用

コストが低い国）はオーストラリア､カナダ､スペイン､アメリカの 4 か国である。また、R&D

                                                 
105 B-INDEXは、R&Dに対する税制面での寛容さを表す指標であり、代数的表現として以下の式で算出
される。 

τ−
−

=−
1
1 A

IndexB  

 A:R&Dに関する減価償却率､税控除率､特別償却率等の割引現在価値、τ:法定の法人所得税率 
R&Dに対する優遇措置が手厚ければ手厚いほど分子が小さくなり、B-INDEXは１よりも小さくなる。 

106 税引前収益率と税引後収益率の差(tax wedge)を用いている。 
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に対して寛大ではない国（使用コストが高い国）はフランス､イタリア､ドイツ､イギリスの

4 か国である。我が国は両グループの中間に位置している。 

 R&D コストの推移を時系列でみてみると、全体的には低下傾向にあるものの、ドイツ､

イタリア､イギリス及び日本では R&D コストが経年でほぼ横ばいであり、政策内容がほと

んど変化していないことを示している107（図表 3－14）。また、79 年と 97 年を比較すると、

97 年は 8 か国の平均は下がっているものの、標準偏差は増加しており、国間の相違が拡大

していることがわかる。 

 

 

６ 研究開発促進税制の制度設計 

 

研究開発促進税制の具体的設計においては、財政的負担の節減を図りながら研究開発の

効率的な促進を達成できるかが課題となる。 

Bloom-Griffith-Klemm(2001)では、税控除の仕組とその理論的な側面から見た評価につ

いて論じている。税控除制度の仕組としては、 

 ① 研究開発支出額全体に対する控除（総額ベース控除） 

② 研究開発支出額の増加分に対する控除（増加分ベース控除） 

の 2 通りが大きく考えられる108。また、②の増加分ベース控除についても、基準がローリ

ングする方式と、特定時点で固定される方式とが考えられる。 

 

（１）総額ベース控除の特徴と問題点 

 

総額ベース控除だと、実効限界税控除(marginal effective tax credit：METC)は常に一定

となる。例えば、METC(R＆D支出が1単位増加した時の税額控除の増加)が20％とすれば、

さらなる１ポンドの支出により 20 ペンスの控除を受けることとなる。 

ただし、この方式だと、新たに追加的に行う研究開発だけではなく、仮に控除制度がな

くても企業が実施したであろう研究開発分に対しても補助することになるため、単なる所

得補填でしかなくなる。 

 

（２）増加分ベース控除の特徴と問題点 

 

増加分ベース控除の具体的設計においては、研究開発支出額の増加分をいかなる基準額

を用いて算出するかが重要である。具体的には、基準年次を逐次ずらして移動平均等を用

いて基準額を設定する、あるいは特定年次を固定基準額とするといったことが考えられる。

                                                 
107 この 4か国の中では、日本だけが税控除を実施している。 
108 Bloom-Chennells-Griffith-van Reenen(1996)等が指摘するように、研究開発控除の効果の大きさは、
控除率の高低のみならず、ベースの設定方法や通常の法人税率の高低も関係することから、制度設計にお
いては、他の制度とのバランスや整合性に配慮する必要がある。 
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また、基準額についても、支出額の絶対額を用いるか、あるいは売上高等に対する支出額

の比率を用いることなどが考えられる。 

 

（ローリング方式） 

基準額は、移動平均を使用する場合は、過去数年間の研究開発支出額の平均支出額により

定められる109。89 年までの米国と、現在のフランス､カナダ､日本で採用されている。 

この方式だと、仮に今年度に基準額より多い額の研究開発支出を行った場合、翌年度の基

準額が上昇するため、翌年度以降の支出額の増加を抑制する要因となる110。そのため、ラ

チェット効果が働き、長期的な研究開発投資の増加につながらないおそれがある。すなわ

ち、長期的な控除額を含めた METCが小さくなり、ゼロかマイナスになる場合もある。 

また、移動平均を用いる場合、理論的には、過去の平均を取る年数が多いほど効果の変動

幅は小さくなり、平準化されることとなる。 

 

（固定方式） 

 ある特定年次の数値を基準額に設定する方法である。この固定基準を採用する場合、将

来の控除のメリットも含めた METC はマイナスにはならない。また、R&D 支出額が基準

額を上回る限り METCは控除率と同じとなる。 

しかし、一方で、基準年次に特定された年の R&D 支出額が偶然高かった(低かった)場合、

受けられる控除額が小さな(大きな)ものとなってしまうデメリットがある。  

基準額に研究開発額をそのまま使用する以外にも、次のような方法も考えられる。 

① インフレーション調整方式 

特定の年次の R&D 支出額をベースとするが、毎年インフレ率で調整する。これに

より、R&D 支出額の実質価値は一定に保たれる。 

② 売上高比率固定方式 

特定年次の R&D 支出額･売上高比率を、研究開発費のベース値の作成に使用する。

すなわち、R&D 支出額･売上高の比率が基準値を超えている場合は、控除が受けられ

ることとなる。ただし、実際には比率の安定性が問題であり、仮に売上高が大きく変

動した場合に比率が大きく変化し、控除額が影響され、研究開発へのインセンティブ

が損なわれるおそれがある。 

 売上高の方がインフレ率に比べてより R&D の変動との相関が高いため、①のインフレー

ション調整方式よりも②売上高比率方式の方が効率的であると指摘されている。 

 

（３）税控除制度の相違による効果の違い 

 

                                                 
109 基準額を過去の実績の中での最高額とする設定方法もある。 
110 この場合、将来の控除額の現在価値も含めたMETCは小さくなり、場合によってはマイナスの値とな
り得る。 
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Bloom-Griffith-Klemm(2001)は、英企業 138 社のデータを用いて、異なる税控除制度を

適用した場合にどの程度 R&D 支出が増加し、また、政府負担が大きくなるかを試算してい

る111。検討された控除制度は、以下の 4 つである。 

① R&D 総額ベース控除方式 

② R&D 増加分ベース控除方式（基準は過去 3 年間の移動平均） 

③ R&D 増加分ベース控除方式（基準は固定でインフレ調整方式） 

④ R&D 増加分ベース控除方式（基準は固定で売上高比率固定方式） 

 その分析結果の概要は、図表 3－15 のようになっている。 

 第 1 に、①の総額ベース控除方法は、誘発額が大きいものの政府負担額も多く、結果的

に費用対効果は 0.83 と、②に近い。基準固定方式(③､④)よりも費用対効果は低い。 

第 2 に、②増加分ベース控除方式(移動平均)は、政府コストは最も小さいものの効果も低

く、結果として費用対効果は 0.90と低い水準になっている。これは前述した負のインセン

ティブが存在しているからである112。 

第 3 に、基準を固定する方式(③､④)は、相対的に R&D 誘発額は小さいが効率は高い。 

 なお、こうした論点以外にも、具体的制度設計においては、コンプライアンスコストの

問題、他の政策との整合性、赤字法人への税還付の問題、試験研究費の範囲等検討すべき

論点が存在する。 

 

 

７ まとめ 

 

研究開発の重要性は先進諸国において認識が強化されてきており、各国において研究開

発促進税制が導入･強化されている。研究開発に対する政策的支援は、研究開発による私的

収益率と社会的収益率の乖離(いわば｢市場の失敗｣)による過少投資を解消すること等を根

拠に、理論的に正当化され得る。 

近年の実証研究の結果によると、税控除制度の R&D 誘発効果は、(短期的には小さくと

も長期的には)効果が大きいことが確認されており、1 ドルの控除が 1 ドル以上の R&D 支

出を誘発する効果が示されている。したがって、政策支援策としての研究開発税制の有効

性は、実証的に支持されているといえよう。 

ちなみに、OECD 諸国を対象として行われた研究結果では、我が国の研究開発税制は、

研究開発インセンティブあるいはコストの面でみて、諸国の中で中位あるいは緩やかなも

のであると分類されている。 

税控除制度の具体的設計については、総額ベース控除方式と増加分ベース控除方式が考

えられる。前者は、財政支出が大きくなり、仮に控除がなくとも企業が実施していたであ

                                                 
111 前提として、R&D支出増加額の税控除増加額に対する弾力性は１と仮定している（ 20ペンスの税控除
の追加は 20ペンスの新規 R&Dを促すと想定する）。また控除率は 20%としている。 
112 対象とした 138社のうち約 20％はこれに該当した。 
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ろう研究開発支出分も控除が適用されるなど、費用対効果の面で相対的にみて効率的とは

いえない。しかし、後者は、増加分を算出する上での基準の設定が問題であり、ラチェッ

ト効果が働いて企業が研究開発支出を抑制することなどの問題点が存在する。 

簡素な仕組であること、ラチェット効果が働かないことなどから、最近、英国で総額ベ

ース控除方式の採用が決定された。 

なお、制度設計に際しての留意事項として、第 1 に、税控除率の設定のみならず(増加分

ベース方式の場合)基準の設定方法や、法人税率など他の要因との整合性を図る必要がある

ことである。第 2 に、制度の頻繁な変更は企業の将来見通しに不確実性を与えることとな

り、研究開発投資を抑制する要因になることである。 
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Ⅳ 人的資本形成促進税制 

 

経済社会の長期にわたる持続的発展を達成するためには、従来のように労働力の投入や

物的資本の形成を重視するだけではなく、人的資本を育成していく必要がある。特に経済

が知識の発展に支えられているいわゆる knowledge-based economy への移行が進むにつれ

て、人的資本への投資の重要性に対する認識が高まっている。以前にも増して技術革新が

急速で、かつ一層の創造性を要求することに加え、経済社会のグローバル化や多様性の拡

大といった動きがそれを受容する人々のあり方や考え方を左右するようになっている。ま

た、各個人にとっても、その成功のために教育が重要であることが認識されてきている113。 

その中で、職業訓練や生涯学習といった若年期以降での社会人教育とともに、高等教育

の充実がそれぞれの経済社会の未来を構築するものとして注目されている。 

米国では、1997 年の納税者救済法(Taxpayer Relief Act: TRA97)で、広範な租税負担の軽

減（特に子供のいる世帯の負担軽減）が図られるとともに、高等(post-secondary)教育への

支援が大きな柱として掲げられた114。そのうち後者では、HOPE 奨学税額控除や生涯学習

税額控除、教育 IRA及び学生ローンへの利払補助等教育関連施策の創設等により、2007 年

までに 1 千億ドル近い減税が見積もられている。  

本章では、米国の人的資本形成促進税制について、主に高等教育支援のための税制措置

を中心に検討する。 

 

１ 米国における高等教育支援施策の推移 

 

 教育支援政策の実施手法として、政府が教育機関に補助を実施する方法と学生ないしそ

の家族に直接補助を行う方法が考えられる。米国では後者の方法による高等教育支援がよ

り一般的であり、本レポートでは、後者の方法に着目して議論を進める115。まず、戦後にお

ける直接補助による主な教育支援施策と90年代後半からの政策方針について概観してみよ

う116。 

 

（１）戦後の税制以外による教育支援施策 

 

（G.I.ビル） 

米国では、44 年に、第 2 次世界大戦後復員する軍人の社会復帰のための住居費や教育費

                                                 
113 最近の米国における教育政策の重要性への認識は、例えば 2000年大統領経済報告等でも端的に表され
ている。 
114 当初の見通しでは、97-2007年の減税額(グロス)3,730億ドルのうち両施策による減税が 7割を占める。
CBO(2000a)。 
115 海外の能力開発分野における直接補助による支援施策については、政策効果分析レポート No.10（2001
年 11月）を参照。内閣府(2001)。 
116 戦後の米国における教育政策の流れについては、参考資料 4－1を参照。 
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等を支援する、退役軍人援護法(G. I. Bill) に基づく給付制度が創設された。これにより、

47 年には全学生の半数を退役軍人が占めるようになり、49 年には GNPの 1％相当が復員

兵の教育に費やされるなど、活発に利用された。G.I.ビルは、公共の奉仕と個人の利益を交

換した社会政策の一つであり、復員兵に新しい機会を提供したという意味で、世界経済に

おける米国の優位を導く一助となったとする意見がみられる117。 

教育関連としては、授業料と関連費用が支給された。また、朝鮮戦争やベトナム戦争時

の退役軍人向けにも、それぞれ G.I.ビルが制定されており、それぞれ異なった制度の下で支

給額や適格性が定められている。 

 

（低金利教育ローンの利子補助） 

58 年に低金利教育ローンの利子補助制度が制定され、65 年には政府の保証付きで民間に

よる貸付プログラムが実施された。貸出を行う銀行等は、利子に対する補助金やデフォル

トに対する保険を受けることができた。93 年以降は、政府による直接貸付もみられ始めた。 

 

（ペル奨学金） 

72年に基礎的教育機会奨学金(Basic Educational Opportunity Grant program)が制定さ

れ、後にペル奨学金と呼ばれるようになった。ペル奨学金は、ローンとは異なり返還の必

要がない。一般的に、学士号もしくは専門的な資格(薬学､法学､歯学など通常学士を取得し

てから取得可能な資格)を保有していない学生が対象となる。ペル奨学金は財政支援の基礎

となる制度であり、学生はこれにその他の支援施策を追加して受けることが認められる。 

適格性の審査に当たっては、申請者が必要とする教育費が、家族による支払想定額（ EFC: 

Expected Family Contribution）を上回る場合に、支援の必要性があると判断される。 

 ペル奨学金の受給金額は近年急速に引き上げられており、2002-03 年の対象期間（2002

年 1 月 1 日～2003年 6 月 30 日）で、最大受給額は 4,000 ドルである。受給額は、上述し

た EFCと必要となる教育費に依存する。なお、ペル奨学金は現在でも最大の補助プログラ

ムであり、2000 年度では 390 万人が受給し、支給総額は 80 億ドルに達した。1 人当たり

平均で 2,040 ドルとなる（図表 4－1）。 

 

（２）クリントン政権による教育政策の重視 

 

（教育関連施策の拡充方針） 

 クリントン政権は 97 年の年頭教書において、教育改革を政府の最優先課題に掲げ、今後

4 年間で米国が世界最高の教育水準を持つようになることを目標とし、98 年はこの目標の

ために 510 億ドルの予算を準備することを表明した。具体的には、以下の３つの目標が設

定された。すなわち、①すべての 8 歳児は読み書きができること、②すべての 12 歳児はイ

ンターネットにログインできること、③すべての 18 歳児は大学に進学する、すべての社会

                                                 
117 コルデリー他(1993)。 
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人は生涯を通じて学び続けることができること、である。さらに、一般教書の中では、上

記目標を達成するための 10 の原則が述べられている118。 

 

（教育関連諸施策の導入） 

クリントン政権は、高等教育の一層の機会均等と生涯学習の促進を図るために、中所得

者層に対しても適用される新たな支援措置として、HOPE 奨学税額控除と生涯学習税額控

除の仕組を、97 年に創設した。さらに、TRA97 では代表的な教育関連支援施策として、こ

の 2 つの税額控除措置のほか、教育貯蓄アカウントに対する貯蓄優遇策、学生ローンの利

子支払に対する税控除が導入された。 

 

 

２ 米国の人的資本形成促進税制 

 

高等教育支援のための税制優遇措置が必要とされる根拠は、理論的には、①教育により

将来高い収入を稼ぎ得る学生が自ら資金調達することが困難なこと(資本市場に｢市場の失

敗｣があること)、②高等教育は学生のみならず社会全体にもその恩恵が広まること(高等教

育に外部性があること)、③人的資本への投資がその他の物的資本への投資より税制上不利

であること(税制が投資に対して非中立的であること)、などが挙げられる119。 

現在米国において採用されている、個人向けの主な高等教育支援税制について、本節で

は検討を行う。（現在整備されている主な教育支援施策をまとめたのが、図表 4－2 である。） 

 

（１）HOPE 奨学税額控除と生涯学習税額控除120 

 

前述のとおり、97 年の TRA97 によりHOPE奨学税額控除(HOPE Scholarship Credit)

及び生涯学習税クレジット(Lifetime Learning Credit)プログラムが導入された121。当初ク

リントン政権は財政支出による支援策を検討していたが、減税を強く打ち出していた共和

党との妥協策として税控除の仕組を採用した122。 

                                                 
118 97年 2月 4日クリントン大統領(当時)による大統領教書演説(State of the Union Address)。具体的に
は、以下の 10項目である。 
①米国全体での教育基準の制定と改革、②最良の学校を保持するための最良な教師の育成、③子供達の
読み書きの能力の向上（現状では 8歳児の 40％が読み書きできない）、④子供達の早い時期(就学前)からの
学習を開始、⑤すべての州において子供にとって最適な学校を親が選択できる権利の確保、⑥学校におけ
る人格形成のための教育、⑦老朽化している学校校舎の再建のための予算の充当、⑧13､14 年次の教育の
充実、そのための税額控除制度や教育 IRAの創設、ペル奨学金制度の拡充、⑨生涯学習の促進、⑩すべて
の学校の情報化､2000年までにすべての教室や図書館でのインターネット接続。 
119 Gravelle-Zimmerman (1997)。 
120 以降の各制度の説明は、IRS(2001a)、Joint Committee on Taxation(1997)等による。 
121 一般の奨学金(scholarship/fellowship)は、適格な奨学金で､かつ教育機関における学位修得のためのも
のについては課税されない。IRS(2001c)。 
122 D. Simonson氏(米国建設業協会チーフエコノミスト)ヒアリング（2002年 5月） 
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両スキームは、高等教育を受ける学生の経済的負担の軽減、及び高校より上のレベルの

教育機会の提供を目的に実施された。大学へ復学する社会人や、大学へ進学する子供を持

つ親が主たる対象となる（図表 4－3）。また、後でみるように、両制度は互いに補完的な役

割を担っている。 

米教育省によれば、これらの仕組が普及すれば延べ 1,290 万人の学生が便益を受けると

考えられる。このうち、HOPE奨学税額控除で 580 万人、生涯学習税額控除で 710 万人が

メリットを享受するとしている。 

 

（A）HOPE(Helping Outstanding Pupils Educationally)奨学税額控除 

 

（HOPE 奨学税額控除制度の概要） 

HOPE奨学税額控除は、大学もしくは職業訓練学校への進学後初めの 2 年間に対して提

供される123。学生は、授業料及び必要経費のうち最初の 1,000 ドルに対して 100％の税額

控除が、次の費用 1,000ドルに対して 50％の税額控除が適用され、合計で最大 1,500 ドル

の控除が受けられる。 

控除は、97 年 12月 31 日以降に登録された入学に対して適用される。（よって 98 年 9 月

に大学に入学した者は 1,500 ドルの税控除が受けられる。）適用に当たっては、有資格の学

生が単位とされる。また、納税者は自らの税控除額を、配偶者あるいは子供に適用するこ

とができる。税額控除で行われるが、支払税額以上の控除はなく、仮に支払税額が計算上

の税控除額を下回っていても還付は行われない(non-refundable)。 

以下のような場合は、適用対象外となる。 

① 夫婦個別申告の場合 

② 扶養家族が既に納税者自身について HOPE奨学税額控除を受けている場合 

③ 調整後総所得が 5 万ドル以上(夫婦共同申告の場合 10 万ドル以上)の場合。所得が 4

万ドル以上(共同申告の場合 8 万ドル以上)になると徐々に控除額が減額され、5 万ドル

以上で控除対象外となる。 

④ 本人もしくは配偶者が年度中に米国内に非居住であった場合 

⑤ 年度中に教育貯蓄アカウントから非課税の引出を行った学生で、非課税措置を放棄

していない場合 

99 年におけるHOPE税控除総額は、48 億 5,500 万ドルに上る。 

 なお、2002 年初頭から、HOPE奨学税額控除または生涯学習税額控除と、教育貯蓄アカ

ウントもしくは 529 プランからの給付を同時に受けることができるようになった124。 

 

（適格な費用項目の範囲） 

                                                 
123 また、何らかの資格(学士､修士等)を取得するためのコースに、1 年間のうち最低でも半分を費やして
いることが条件となる。適格な学生に関して参考資料 4－2を参照。 
124 ただし、教育貯蓄アカウントもしくは 529プランからの給付金によって支払った経費を、HOPE奨学
税額控除を受けるための必要経費に含めることはできない。529プランについては、後述参照。 
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 HOPE 奨学税額控除は、本人、配偶者及び扶養家族の適格な授業料及び関連支出に対し

て、控除を申告することができる。 

 一般的に、適格な授業料と関連支出とは、適格な教育機関への入学もしくは出席に必要

とされる授業料と経費が該当する。学生の学内での活動に関する費用や講義に関連した書

籍、用具等も適格授業料及び関連支出の中に含まれる125。 

 なお、保険､医療支出､住居費､交通費､個人的もしくは家族の支出などの費用項目は、も

し仮に教育機関に対して入学もしくは出席の条件として支払われていたとしても、控除の

対象とはならない。 

 

（B）生涯学習税額控除 

 

（生涯学習税額控除制度の概要） 

 キャリアの向上や技能の上達を考えている社会人を、主たるターゲットとしている。 

 世帯は、初年度の授業料と 2002年までに必要になった経費のうち 5,000ドルまでの 20％

までについて、税額控除を受けられる（すなわち最大控除額は 1,000 ドル）。なお、2002

年より１万ドルの 20％までが最大控除される（すなわち最大控除額は 2,000 ドル）。 

 世帯は、98 年 7 月 1 日以降に支払われた大学もしくは職業訓練学校の費用に対して、税

控除を申請できる。控除額は納税者単位で計算されるため、中等教育終了後の学生が家族

に何人いるかには関係しない。また、適用対象外の規定等は HOPE奨学税額控除での規定

と同じである126。 

なお、HOPE 奨学税額控除と同様に、支払税額が計算上の税控除額を下回っていても還

付は行われない(non-refundable)。 

 

（HOPE 奨学税額控除との併用） 

仮に HOPE奨学税額控除を受けたならば、同じ学生について同時期に生涯学習税額控除

を申請することはできない。ただし、同じ学生が大学の最初 2 年間HOPE奨学税額控除を

適用し、後半 2 年間に生涯学習税額控除を適用することは可能である。 

また 1 世帯に複数の学生がいる場合は、納税者は各年で学生毎にそれぞれの控除制度を

申請するか選択できる。例えば、1 人の学生に HOPE奨学税額控除を、もう 1 人に生涯学

習税額控除を同一年にそれぞれ適用することが可能となる。 

 

（従来の学生支援措置との相違） 

 ペル奨学金等従来の学生支援措置との大きな違いは、新たに導入されたこれらの措置で

は、経済力に乏しく財政的支援の必要な低所得層に対象を限定(needed-based)することを、

                                                 
125 税控除額の計算事例は、参考資料 4－3を参照。 
126 控除額の算定事例は、参考資料 4－4を参照。 
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実質的にしていない点である127。すなわち、算出された控除額が課税額を超えた場合その

超過分を還付せず課税分を相殺するだけである課税相殺方式(non-refundable)であるため、

もともと課税額がない低所得層にはメリットが及ばず、結果的にむしろ中所得層が対象と

なっている。また、所得要件の上限が高く設定されているため、申告世帯の 10％足らずし

か対象外とならない。 

 

（HOPE 奨学税額控除及び生涯学習税額控除の活用） 

 前述のとおり、HOPE 奨学税額控除は、最大で年間 1,500 ドルの税額控除が適格学生に

対して適用される。一方で、生涯学習税額控除は、最大で 1,000 ドルの税額控除が適用さ

れる。 

 両制度は、税額控除であり還付方式(refundable)でないため、そもそも所得税課税額が発

生していない世帯ではその恩恵を受けられない。およそ 13％の学生は課税所得のない家計

から来ていると推計される128。しかし、低所得者層に関しては、ペル奨学金が返還不要な

補助金を低所得者層向けに提供しているため、本施策とは補完的な関係にあるといえる。 

 また、所得制限があるため、高所得者層もこの税控除が適用されない。自立している学

生のうち 7%は 5 万ドル以上の収入があり、家族に依存している学生のうち 5％は世帯収入

が 10 万ドル以上あると指摘されている。これらの世帯には、税控除の対象となる収入金額

の上限を超えているため、税控除が適用されない。 

 なお、大学から授業料等の助成金を受けている学生は、税控除を受けることができない。 

 

（各税制措置の予算規模） 

教育関連税制措置のために相当額の予算規模が見込まれており、2002 年度ではHOPE奨

学税額控除では46億ドル、生涯学習税額控除で25.8億ドルが充当されている（図表4－4）。 

 

（２）教育貯蓄アカウント 

 

（個人退職年金制度(IRA)の概要） 

個人退職年金制度(Individual Retirement Accounts: IRA)は、74 年に創設された個人の

確定拠出型年金で、主に自営業者も含む勤労者に税制上の優遇を与え、個人が任意で年金

の積立ができるようにされている。就業していても勤務先企業の年金プランでの保障がな

い場合、通常は 1 人当たり年間 2,000ドルを限度として IRAに積み立て、その拠出金を課

税所得から控除することができる。IRAへの預金額（所得控除対象部分）を 59 歳までに引

き出した場合、身体障害等による退職などの場合を除いて引出額が引出し時の所得額に加

算されると共に、10％相当額の追加税が課される。 

 

                                                 
127 Dynarski(2000)。 
128 CBO(2000a)。 
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（教育貯蓄アカウント） 

 TRA97 において教育 IRA が創設された。（現在は教育貯蓄アカウント(Coverdell 

Education Savings Account: ESA)に改められている。） 

これにより、98 年から、納税者は、受益者が高等教育を受けるための資金を教育 IRAに

積み立て、また、非課税で引き出すことができるようになった。受益者は 18 歳以下の者に

限られるが、積立を行う者は、両親、本人含め任意の個人である。1 人の受益者に対する積

立限度額は、98 年当初は 500 ドルであったが、2002 年から年間 2,000 ドルに引き上げら

れている。（複数の人が同じ受益者のために積立をした場合も同様である。） 

教育貯蓄アカウントの税制上のメリットとしては、拠出金は控除されないが、運用益が

非課税であり、さらに引出時も、その年の適格教育費用の範囲内での引出については非課

税である。ただし、使途として、中等教育後の授業料と必要経費（助成金、奨学金及びそ

の他の非課税教育支援を差し引いたもの）、本、文房具、適格な住居費や下宿費等に使われ

ることが条件となる129。 

 教育貯蓄アカウントの積立限度額は、夫婦共同申告の時は調整後総所得が 19 万ドル以下

の場合、最大で年間 2,000 ドルである（図表 4－5）。所得が 22 万ドルに近づくにつれて、

積立額は徐々に減額される。また、単身で調整後総所得が 9.5万ドルから 11 万ドルまでの

場合も同様に減額され、11 万ドルより多い場合は適用外となる。ただし、仮に両親の総所

得が限度額を超えていても、自分の子供に積立額を贈与し、その子供が積立を行うことは

可能である。 

 予算額は、2002 年度で 5 千万ドルが充当されている（前掲図表 4－4）。 

 

（３）学生ローン支払に対する利子補助 

 

教育貯蓄アカウントが主に学生の親の教育資金貯蓄へのインセンティブであるのに対し、

そのような支援を受けられない学生に対しインセンティブを与えるのが学生ローン支払に

対する利子控除である130。 

学生ローンの利子減免措置は、利払いが始まって最初の 60 か月(5 年間)に支払われた学

生ローンの利子に該当する額をその学生もしくは家族の税支払額から控除する措置であり、

2002 年時点の最大控除額は 2,500ドルである131。 

適用所得の上限は、夫婦共同申告の場合調整後総所得が 13 万ドル、単身者の場合調整後

総所得が 6.5万ドルであり、さらに、夫婦共働きでは調整後総所得 10～13 万ドルで、単身

では 5～6.5 万ドルで控除額が徐々に逓減されていく132。 

2002 年度の予算額は、3.8億ドルとなっている（前掲図表 4－4）。 

                                                 
129 2002年から初等教育に係る経費も認められるようになった。 
130 Hoxby(1998)。 
131 最大控除額は 98年で 1,000 ドル､99年 1,500ドル､2000年2,000ドルと拡充されてきた。なお、2002
年 1月以降の利子支払いに対しては、当初 60ヶ月の規定は適用されない形に改正された。 
132 控除額の計算事例については、参考資料 4－5を参照。 
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（４）529 プラン（Qualified Tuition Programs: Section 529） 

 

（529 プランの概要） 

 高等教育目的の積立金に対して運用益の課税繰延べなどの優遇措置を付与し、教育資金

の確保を支援しようとする制度である（図表 4－6）。96 年に導入され、内国歳入法第 529

条に基づいている。 

運営形態としては、州毎に設立され、内容も州毎に異なる。基本的にはプリペイド型と

貯蓄型の 2 タイプがある。 

① プリペイド型 

加入者(両親等)が現在の水準の大学授業料を拠出すると、将来実際に受益者(子供)が進

学する際に授業料が値上がりしていても、州内の公立大学であれば納付済みとみなされ、

私立大学や州外の公立大学でも同等の金額を受け取ることができる。2001 年 7 月時点

で 17 州により提供されている。 

 ② 貯蓄型 

 加入者が州と契約している金融サービス会社に個人口座を開設して拠出を行い、プラ

ンの中で用意された運用商品の中から投資先を選択する。子供が進学する際に口座に貯

まった資金を給付として受け取ることができるが、その金額は運用次第である。2001

年 7 月時点で 36 州が提供し、14 州が近々提供する予定としている。 

 税制優遇措置は、プリペイド型、貯蓄型に共通で、連邦と州の両方で実施される。拠出

については連邦税の所得控除はないが、多くの州で州税での所得控除が認められている。 

 また、2001 年の税法改正により、連邦税について給付時の課税が撤廃され、運用益は完

全に非課税となった。州税についても、ほとんどの州で運用益は非課税（運用時･給付時共

に非課税）、または課税繰延（運用時非課税、給付時課税）となっている。 

 さらに、給付時点で口座資産が結果的に必要な学費を上回った場合は、両親が剰余分を

回収できるが、ペナルティ課税が賦課される。 

 

（529 プランへの資産運用業界の注目） 

 野村(2001)によれば、529プランのうち貯蓄型ビジネスは、401(k)プランと多くの点で共

通しており、運用業界内では近年貯蓄型 529 プランへの注目が高まっていた。また、401(k)

プランに代表される退職年金プラン市場の成熟化が認識されてきたことも、さらなる注目

の要因である。 

 529 プラン市場は、現在の 90 億ドルから、2011 年には 700 億ドルに成長するという予

測もある。ただし、各州とも複数の企業を指定する例は少なく(1 州１企業)、運用会社にと

っては空席が着実に少なくなっている状況である。しかし一方で、自社単独でプラン提供

するのではなく、他社とのアライアンスによる複数プラン提供の例もみられ、今後はこの
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形態が増加すると考えられる133。 

 

（５）社会人教育に関する支援施策事例 

 

（ビジネス・スキル関連の教育に関する優遇策134） 

 米国では業務関連の教育支出について一定の要件を満たすものについては、税制上の優

遇措置が講じられる。この制度では、原則として現在職についている者を対象に、最大 5,250

ドルまで教育支出を実額控除することができる。 

 対象となる教育は、下記のうち１つに該当している必要がある。 

① その教育が雇用主から求められているものか、法的に要求されている場合で、現在

の給与や地位、職業を維持するために必要であり、かつその教育が雇用主の事業に必要

である場合。 

② その教育が現在の業務を維持もしくは改善していくために必要である場合。 

なお、②には、同じ分野の知識をリフレッシュするためのコースや、現在の業務内容の

先端的な分野に関するコース、アカデミックもしくは職業訓練的なコースを含む。 

また、仮に現在の業務を維持するためもしくは改善するためのコースに参加するために、

1 年以内で現在の職業から離れる場合(退職も含む)、そのコース終了後同じ職業に就くので

あれば(会社は別で構わない)、「一時的休職」として扱われ、例外的に優遇対象として認め

られる。換言すれば、1 年以上現在の職を離れる場合は対象とはならない。 

 ただし、仮に上記２つのうちどちらかに該当していたとしても、もし下記２点のどちら

かに該当する場合は対象外となる。 

① その教育が現在の業務に対して最低限要求されるレベルのものである場合 

② その教育が、受給者にとって全く新しい業務領域の資格を与えるものである場合 

 控除対象となる費目には、授業料、書籍代、実験費、特定の交通費及び旅費、その他教

育関連経費が該当する。 

 

 

３ 人的資本形成促進税制の評価 

 

（大学進学と授業料の推移） 

米国は大学への進学率が高く、97 年には前年高校を卒業した 16～24 歳までの学生のう

ち 65％が大学に進学している。この数値は 60 年から 20％も増加したことになる。しかし、

高校卒業者のうち約 25％は卒業後 2 年以内に大学に進学しておらず、このうちどのくらい

の人数が経済的理由で進学を諦めているかは、明らかではない。 

                                                 
133 野村(2001)。 
134 IRS(2001b)。我が国においても、給与所得者に対し個人所得税で特定支出控除が認められているが、
必要経費として認められる能力開発経費は、現在の職務に直接必要であり、雇用主が認めたものに限定さ
れている。参考資料 4－6を参照。 
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一方で、授業料も高騰し続けており、99-2000 年では 2 年制公立大学で平均 1,451 ドル、

４年制公立大学で 3,407 ドル、４年制私立大学で 15,309 ドルであった。25 年前と比較する

と、すべての公立大学において授業料は 46％も上昇し、４年制の私立大学の授業料は 39％

上昇している135。 

CBO(2000a)によれば、財政支援も大きく増加しており、87-88 年に支援の対象となった

大学の学生数は 70％も増加し、およそ 40％の大学生が何らかの支援を受けていることにな

る。 

 米国では、進学率の増加及び授業料の引上げ等の動きを背景として、今後も、大学教育

に対する政府の財政負担が拡大することが予想され、さらに、結果的に各世帯の大学進学

に要する負担が増大することが予想されることから、政府の支援措置の効率的な運用のた

めにもそのターゲットの慎重な絞込みが必要であるとの指摘もある136。 

 

（HOPE 奨学税額控除と生涯学習税額控除の大学進学率への影響） 

 多くの実証研究の結果を総合すると、授業料の引下げや奨学金の給付は大学進学率を有

意に押し上げ、特にその傾向は低所得層で顕著であることが報告されている137。 

Dynarski(2000)は、ジョージア州の HOPE奨学金の事例から推計を行い、この支援措置

が 18-19 歳の大学進学率を 7.0～7.9％程度と大きく引き上げたとの結果を導いている138。 

また、CBO(2000a)では、Kane(1995)で計測された弾性値を用いて、HOPE 奨学税額控

除及び生涯学習税額控除によって大学進学率が約 4%上昇するとしている。ただし、Kane

の分析は、現在学生である人について、奨学金による授業料の変化に対する弾性値を計測

しているため、税額控除による進学率への影響として捉えることは過大推計である、もし

くは過小推計である、との賛否両論がある。 

 過大推計だとする理由としては、①現在学生でない者の中には、授業料の高低に関わら

ずそもそも大学入学の意思がない者も含まれていること、②大学に進学しない者の数自体

この 20 年間でかなり減少していること、③給付が還付方式(refundable)でないため、授業

料負担が進学の抑制要因となっている低所得者層はそもそも税負担が少なく、控除による

メリットが小さいもしくはゼロであること、などが挙げられる。 

 これに対し、過小推計だとする理由としては、①授業料が変化しても、既に学生である

者にとっては、現在学生でない者よりも影響が小さいこと、②低所得者層ほど授業料が低

い学校に行こうとする傾向があり、授業料に対する税額控除額の比率は大きくなることな

どが挙げられる。 

                                                 
135 米国における大学の授業料の推移について、参考資料 4－7を参照。 
136 Kane(1997)。なお、McPherson-Schapiro(1997)は、授業料の引上げと大学進学者の自己負担の増大に
より、低所得層にとって進学や大学選択がより困難なものとなっていると指摘している。 
137 実証研究のサーベイについては、McPherson-Schapiro(1991)､Dynarski(1999)他を参照。 
138 1,000ドルの補助で 3.7～4.2％大学進学率を押し上げたことになる。授業料負担の引下げ及び授業料補
助の増加が進学率に与える影響に関する様々な研究事例においても、同様の結果が示されている。なお、
ジョージア州の HOPE奨学金は 1993年に州独自の制度として導入され、連邦政府の HOPE奨学税額控除
制度のモデルとなったものである。 



 59

 なお、税額控除制度の導入による大学側の対応として、大学側が学生の負担を重くする

ことなく授業料を引き上げようとすることが懸念材料として指摘されている。 

 

（税控除制度への批判） 

これらの控除制度の効果に対し、より懐疑的な意見も存在する。 

Gravelle-Zimmerman(1997)によれば、税制措置の恩恵が結果的に既に進学している中高

所得層の学生に渡っており、恩恵を受けても進学率に影響せず単なる金銭的利益( ‘windfall 

gain’ )にしかならない額が全コストの 42％に達すると推計している。 

Simonson氏によれば、この優遇税制は、対象者が限定されていること、制度自体が複雑

であることから、受給率(take-up rate)が高まらないと指摘している。その理由として、税

額控除で還付方式(refundable)でないためそもそも税負担を負っていない低所得層には効

果がなく、むしろそれより高い所得層に利用されていること、また、税当局にとっては税

務処理の業務が、大学にとっては管理コストが、個人にとっても手続等の労力の増大が引

き起こされたことを挙げている。むしろ、所得の問題から大学進学が困難な人たちへの政

策であるならば、学生ローンの金利軽減、ローンの保証、奨学金等の方が有効な制度だと

述べている139。 

 また、Steuerle氏も同様の意見を述べている。同氏によれば、HOPE奨学税額控除及び

生涯学習税額控除の導入は政府と野党との間での折衷たる性格が強く、他の教育施策との

整合性は十分でないとしている。さらに、優遇税制は税負担をしていない低所得層の学生

にメリットを与えることができない、として否定的な見解を示している140。 

 その他にも、利用者にとってみると、各制度の併用ができないことや、各制度毎に所得

制限や逓減段階の具体的制度が異なることなど、利便性や簡素性に欠けるといった批判も

ある。 

 

（高等教育向けの貯蓄に対するインパクト） 

TRA97には、授業料の税控除や教育貯蓄アカウント、学生ローンの利子減免など大学生

とその家族に対して財政的負担を減らす仕組が盛り込まれている。教育貯蓄アカウントや

利子減免等は高等教育を受けるための貯蓄を促進する方向に働くが、税額控除制度の導入

は貯蓄の必要性を低減させることから、むしろ貯蓄を押し下げる方向に働くことが予想さ

れる141。 

 

（労働に対するインパクト） 

 HOPE 奨学税額控除と生涯学習税額控除は、所得が 4～5 万ドル(夫婦共働きの場合は

                                                 
139 K. Simonson氏(米国建設業協会チーフエコノミスト)ヒアリング（2002年 5月）。 
140 G. Steuerle 氏(Urban Institute シニアフェロー)ヒアリング（2002 年 5 月）。また、Steuerle(1997)
では、教育政策を他の公共政策と同様に、中立性､(再分配機能を含めた)公平性､簡素性といった原則から検
討することが必要であることを指摘している。 
141 教育支援税制による親の教育資金の貯蓄行動への影響については、例えば Kane(1998)を参照。 
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8~10 万ドル)の範囲で控除額が逓減していくが、減額に伴い限界税率が上昇する。

CBO(2000a)によれば、そのために逓減局面の範囲内にいる世帯については、その年内の就

業行動を変更するまたは他年に収入をシフトするなど、納税者の経済行動に歪みをもたら

すおそれがあるとしている。 

 

 

４ まとめ 

 

 本章では、人的資本形成促進税制の事例として、米国の高等教育政策における税制措置

について、その内容等をみた。それによると、従来のペル奨学金等とともに、TRA97で導

入された HOPE 奨学税額控除や生涯学習税額控除をはじめとする税制上の諸施策により、

高等教育への支援の充実が図られている。 

 こうした高等教育支援税制により期待される直接的な効果として、低所得層を中心とし

た大学進学率の向上が見込まれている。しかし、課税相殺方式(non-refundable)の税額控除

等の税制上の優遇措置では、もともと課税額のない低所得層に対するメリットは小さく、

また、財政負担も大きいことから、政策設計としてターゲットの設定を十分検討すべき旨

の批判がある。その他にも、留意点として、奨学金等他の支援施策との整合性が十分図ら

れる必要があること、貯蓄や就労等経済活動への影響(中立性)に配慮すること、また、学生､

大学及び税当局の運営コストも視野に入れること等が指摘されている。 
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Ⅴ 結論 
 

本レポートでは、経済活性化に資する税制を実施している海外事例を紹介し、その経済

効果及び評価等をサーベイし検討した。その結果をまとめると、以下のようになる。 

 

（労働供給促進税制） 

 欧米諸国においては、低所得層、特に子供のいる single parent世帯への支援が政策的課

題となっているが、その中で、従来の低所得層に対する政府の支援施策がかえって低所得

層の就労インセンティブを阻害し、｢失業の罠｣あるいは｢貧困の罠｣と呼ばれる状況を引き

起こしているとの懸念が生じていた。こうした事態への対応策として、就労を条件とした

(in-work)低所得層への支援策が講じられている。 

 米国の勤労所得税額控除(EITC)では、稼得所得を有すること(すなわち就労していること)

を要件としていることや、稼得所得が増加するほど控除額が増加しかつ還付方式を採用す

ることにより、低所得層にとって働くことのインセンティブを引き上げ、経済的自立を促

す制度設計となっている。また、低所得層の所得支援政策における中心的役割も担ってい

る。 

 諸研究の分析結果によれば、女性特にシングル・マザーを中心に低所得層の就労を大き

く促進する効果を持ったことが指摘されている。ただし、既に働いている既婚女性では、

EITCの存在によりかえって就労調整が行われ、労働時間を引き下げるマイナス効果がみら

れたことも報告されている。 

 また、EITCは所得補助施策として、多数の低所得層が貧困状態から脱することを可能に

するなど、期待された効果を発揮しているといえよう。 

 EITCは、社会保障給付と税制措置を統合したものであり、制度の運営コストの節減や高

い受給率の実現といったメリットもある一方、納税者の申告に依存するが故に多額の過大

請求が発生する等のデメリットもある。 

 

（設備投資促進税制） 

米国では、81 年税制改正において投資税額控除及び加速度償却制度等の投資促進税制を

導入･拡充し、経済成長の牽引役たる設備投資の増進とインフレの進行に伴う減価償却不足

の解消を図った。 

 米国の民間設備投資は 83 年第 1 四半期頃から伸びが増加し、実質 GDP 成長率も急回復

をみせた。これに対して設備投資促進税制が寄与したのかどうかは議論が分かれているが、

短期的には実効税率の低下により投資への誘因の一つとなったことが考えられる。 

 しかし、81 年税制改革の投資促進税制は資産間で実効税率にばらつきを生じさせた結果、

効率的な資源配分に歪みをもたらし、産業間の税負担に不公平性を生じさせる問題を顕在

化させたなどの問題点が示されたことから、特に中長期的観点からは投資促進税制には反

論もみられる。 
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（研究開発促進税制） 

研究開発の重要性は先進諸国において認識が強化されてきており、各国において研究開

発促進税制が導入･強化されている。研究開発に対する政策的支援は、研究開発による私的

収益率が社会的収益率を下回ること(いわば｢市場の失敗｣)による過少投資を解消すること

等を根拠に、理論的に正当化され得る。 

近年の実証研究の結果によると、税控除制度の R&D 誘発効果は、(短期的には小さくと

も長期的には)効果が大きいことが確認されており、1 ドルの控除が 1 ドル以上の R&D 支

出を誘発する効果が示されている。したがって、政策支援策としての研究開発税制の有効

性は、実証的に支持されているといえよう。 

税控除制度の具体的設計については、総額ベース控除方式と増加分ベース控除方式があ

る。前者は、財政支出が大きくなり、仮に控除がなくとも企業が実施していたであろう研

究開発支出分も控除が適用されるなど、費用対効果の面で相対的にみて効率的とはいえな

い。しかし、後者は、増加分を算出する上での基準の設定が問題であり、ラチェット効果

が働いて企業が研究開発支出を抑制することなどの問題点が存在する。 

 

（人的資本形成促進税制） 

 米国の高等教育政策における税制措置についてみると、従来のペル奨学金等とともに、

TRA97 で導入された HOPE 奨学税額控除や生涯学習税額控除をはじめとする税制上の諸

施策により、高等教育への支援の充実が図られている。 

 こうした高等教育支援税制により期待される直接的な効果として、低所得層を中心とし

た大学進学率の向上が見込まれている。しかし、課税相殺方式(non-refundable)の税額控除

等の税制上の優遇措置では、もともと課税額のない低所得層に対するメリットは小さく、

また、財政負担も大きいことから、政策設計としてターゲットの設定を十分検討すべき旨

の批判がある。その他にも、留意点として、奨学金等他の支援施策との整合性が十分図ら

れる必要があること、貯蓄や就労等経済活動への影響(中立性)に配慮すること、また、学生､

大学及び税当局の運営コストも視野に入れること等が指摘されている。 
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補論 代替ミニマム課税（AMT） 

 

 最近の米国における税制改正の議論の中で取り上げられる項目として、代替ミニマム課

税がある。この制度は、個人及び法人所得税において租税特別措置の利用により著しく税

負担が軽減される一部の高所得層等を対象に、その負担額の適正化を行うもので、いわば

税負担の公平性の観点から創設された税制措置といえる。したがって、本レポートのテー

マである経済活性化に資する税制という主旨には即していないが、今般の米国の税制をめ

ぐる議論で注目を集めている項目であるため、補論として紹介する。 

 

１ 代替ミニマム課税制度の概要 

 

（１）制度の概要 

 

（代替ミニマム課税の内容） 

代替ミニマム課税（Alternative minimum tax: AMT）は、納税者に所得税を負担する能

力（担税力）があるにもかかわらず、税法上の各種租税特別措置の利用により税額をゼロ

または少額に抑えることを防止する目的で用意された制度である142。 

代替ミニマム税は、個人を対象とした個人所得税における個人 AMTと、法人を対象とし

た法人税における法人 AMTがある。 

代替ミニマム税では、原則として通常の所得税計算とは別に、特別な計算方法により試

算税額(tentative minimum tax)を計算する。そして、この試算税額が通常の所得税計算の

過程により算定された通常の税額（regular tax）を超過した場合には、その超過部分を AMT

として通常の税額に加算して課税される。 

 

（ミニマム課税の 2 通りの仕組） 

ミニマム税計算には、大別して次の 2 通りの仕組がある143。ミニマム税導入当初は追加

方式が採用されたが、後に代替方式に変更された。 

① 追加(add-on)方式（additional method） 

税優遇項目の合計額に一定の税率を掛けて算出した税額を、通常の税額に対する追加税

金として課す制度。 

② 代替(選択)方式（alternative method） 

通常の課税所得の計算とは別のルール(基準 )で、代替(alternative)もしくは仮定

(tentative)の課税対象所得額を算定した後、それぞれの所得に一定の税率を掛けて税額を

算出し、もし代替(仮定)ベースの税額が通常の税額を超える場合、その超過額を追加税負

担として通常の税額に加算する制度。 

                                                 
142 伊藤(2001）。 
143 USタックス研究会(1988)。 
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（２）AMT の機能 

 

 AMTには、租税回避防止機能と公平性･中立性補完機能の 2 つの機能が期待される。 

 

（租税回避の防止） 

渡辺(1997)によれば、AMTの目的は、実質的な経済的利益を持つ納税者が、（非課税や控

除に関する）優遇規定を利用することにより、大部分の租税債務を回避することを防止す

ることである。すなわち、租税優遇措置に一定の政策目的があることを前提としながらも、

優遇措置を過度に利用することによって、租税債務の多くを減少させるような行為を租税

回避と捉え、これに対処するために作られたのが AMTである。 

また、西野(1998)によれば、ミニマム課税の目的は、租税優遇措置によって税負担の著し

い軽減が見られる場合に、その恩典の一部分を一定率で取り戻すことである。86 年税制改

革の際、下院歳入委員会は AMT導入に際して、十分な所得を持つ納税者に免税や所得控除、

税額控除などの利用によって税負担を回避させない効果的方策の必要性を強調している。

つまり、この税の規定の背景には、優遇措置を税のループホールとみる認識とともに、特

別措置の廃止による課税ベースの拡大よりループホールの部分的補修を行うべきとする当

局の見解があったといえる。 

 

（公平性･経済的中立性の補完） 

宮島(1985)によれば、ミニマム課税の課税ベースは優遇措置の合計額であり、ミニマム課

税は所得税及び法人税を公平面から補完するものである。換言すれば、優遇措置の存在が

解消され課税ベースの包括性を補う必要性がなくなれば、ミニマム課税を設ける必要性も

また消失する。例えば 1986 年税制改革時には、第 2 章でみたとおり、財務省案では徹底し

た優遇措置の撤廃を前提としてミニマム課税の廃止を提案していたが、その後の実際の改

革案では一部の優遇措置の残存とともにミニマム課税が AMTとして継続された。 

その意味でも、税制の簡素化を一部犠牲にしてでも、高額所得者や企業の節税手段とな

る各種優遇措置に別建ての課税を行い、税制の公平性および経済的中立性を部分的にでも

補完するものであると指摘している。 

ミニマム課税導入当初の議論において、その目的として、①他の者と同様の状況にあり

ながら相対的に少ない税額しか負担していない者について、その税負担を高めること、②

同一の経済的所得すなわち租税優遇措置を適用する前の同額の所得を有する者の間におけ

る租税負担の不均等を是正すること、が挙げられていた144。 

 

 

２ 個人代替ミニマム課税(Individual AMT) 

                                                 
144 吉牟田(1981)。 
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（１）個人 AMT 制度導入の背景と変遷145 

 

 (追加ミニマム税の導入) 

60 年代後半に、個人所得税の税負担について、高所得者が租税特別措置の利用により合

法的に課税から逃れていることが指摘された。具体的には、69 年１月の財務省報告で、66

年に調整後総所得(Adjusted Gross Income: AGI)が2万ドルを超える155人の個人が所得税

を納めていないと報告された。 

これに対し、高所得層の課税逃れへの批判が高まり、一般納税者の租税制度に対する不

公平感が高まるようになったことを背景として、69 年に租税改革法(Tax Reform Act of 

1969)により追加ミニマム課税(Add-on minimum tax)が創設された。当初のミニマム課税

の税率は 10%、基礎控除額は 3 万ドルであった。 

追加ミニマム税は、通常の課税所得から控除される一定の租税優遇項目（当初 10 項目）

への課税であり、そのうち最も重要視されていた項目はキャピタルゲインであった。21 年

以降、個人の長期キャピタルゲインは 50％が所得控除されていたが、追加ミニマム税では、

この控除部分に対して課税することも目的としていた。 

 

（追加ミニマム税の強化） 

 76 年には、74 年当時 AGIが 2 万ドルを超える 244 人の個人が所得税を納めていないと

の財務省報告がなされたことを契機に、高所得の納税者から正当な額の税を徴収するべく、

追加ミニマム税が強化された。適用税率は 15%に引き上げられ、基礎控除額は 1 万ドルに

引き下げられた。 

 

（代替ミニマム税の導入） 

78 年には、キャピタルゲインへの税負担が重くなり資本形成を阻害しているとの懸念か

ら、長期キャピタルゲインの控除が 60％に拡大されるのと同時に、キャピタルゲインは追

加ミニマム税の対象とはせず、新たに創設された代替ミニマム税(AMT)が課税されること

とされた。AMTでは、適用税率は 10,20,23%の 3 段階で基礎控除額は 2 万ドルと設定され

た。これにより、既に高率の所得税を払っている個人に対して、追加税方式で追加課税を

行うことによる株式投資等への阻害要因を排除した146。 

こうした措置に伴い、高所得層に対する長期キャピタルゲインへの限界実効税率は、78

年には 40％近かったが、79 年､80 年と 20％台にまで低下した（図表 5－1）。 

 

（代替ミニマム税への統合･拡充） 

 82 年には追加ミニマム課税が廃止されて AMTに統合された。統合に伴い、AMT税優遇

                                                 
145 Harvey-Tempalski(1997)､Saxton(2001)等による。   
146 吉牟田(1981)。 
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項目は大幅に拡大された。これは、追加ミニマム税の税優遇項目が AMT税優遇項目に盛り

込まれた上、さらに新たに税優遇項目が加えられたことによる。 

 86 年には、AMT税率を 21％に引き上げ、対象となる優遇項目を増やすなどの改正が行

われた。また、86 年改正では、キャピタルゲインが通常課税における所得控除から外され

ると同時に、最高税率が 20％から 28％へ引き上げられた。 

さらに、インフレの進行に伴うブラケットクリープの調整のため、90 年の OBRA90 及び

93 年のOBRA93で、税率がそれぞれ 21～24％、26～28％へと引き上げられた。 

2001 年のブッシュ減税において、2004 年まで時限措置として基礎控除額の引上げが講じ

られている。 

 

（２）AMT 課税額の算出 

 

 AMT課税額の算出は、以下のような過程で行う147。 

 通常の過程で計算された通常課税所得から AMT 調整項目を調整した上で税優遇項目が

加算され、代替ミニマム課税所得(alternative minimum taxable income: AMTI)が求めら

れる。この額から基礎控除額が控除された代替ミニマム課税標準に AMTの税率が掛け合わ

され、そこから通常税額が差し引かれ若干の調整が行われて、代替ミニマム税額(AMT)が

求められる（図表 5－2）。 

 基礎控除額は、夫婦共同申告の場合 49,000 ドル、独身の場合 35,750 ドル、夫婦個別申

告の場合は 24,500 ドルとなっている。ただし、控除額は一定の所得を超えると逓減されて

いく。AMT の税率は、所得のうち最初の 175,000 ドルに対しては 26％、その超過部分に

は 28％が適用される。これらのすべての設定額はインデクセーションされない。 

 

（３）個人 AMT の経済的影響 

 

（個人 AMT の適用状況） 

 個人 AMTは制度の趣旨として、租税優遇措置を活用している一部の高所得層を対象とし

ているため、全体からすればごく僅かな者しか対象とならない。図表 5－3 にみるように、

97 年で 60 万人しか対象にはならず、AMT納税総額も 40 億ドルの規模でしかない。しか

し、その規模は近年拡大しており、2000 年時点で対象者約 130 万人、税収規模 88 億円以

上に達している。 

拡大の根本的な要因として、所得税率ブラケットや控除額については、消費者物価指数

に基づいてインフレ率に合わせて自動的に調整されるインデクセーションが導入されてい

るのに対し、AMTはインフレと連動していないことが挙げられる。さらには、97 年の納税

者救済法で行われた児童に対する税額控除や教育減税の導入等の個人所得減税が、AMTの

                                                 
147 計算過程の詳細は、参考資料 5－1を参照。 
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対象者増加の要因になっていると考えられる148。 

AMTの適用状況を所得階層別にみると、所得が 7.5万ドル未満の者では１％に満たない

が、20 万ドル以上の高所得層では 15.1％の者に適用されている（図表 5－4）。 

しかし、20 万ドルを超える高額所得者の一部は、引き続き通常所得税も AMT も納めて

おらず、高額所得者に適正な税負担をさせるという本来の目的が必ずしも果たされていな

いケースも存在している。このことから、AMTはその目的を果たしていないという主張も

ある149。 

 

（インフレ等による適用者数の増加） 

上述のように AMTにはインデクセーションのような仕組が組み込まれていない。その結

果、インフレ下においては、実質所得が増加していないにもかかわらず名目所得が増加す

るため、AMTが適用される可能性がより高くなる。 

このように、AMTは経済成長とインフレに伴うブラケットクリープにより適用者が拡大

するため、ブッシュ減税150成立前の試算では、2010 年度には適用者の割合は 17.5％に達す

るとみられていた。基礎控除額の引上げも数次にわたり実施しているが、インフレの速度

には追いついていない。 

また、ブッシュ減税によって児童控除等の優遇措置が拡充するため、高所得層のみなら

ず中所得層も AMTの対象となるケースが増えつつあり、AMTの適用により減税の恩恵が

減少することが指摘されている。 

現在、ブッシュ減税の一環として 2001 年から 2004 年末までの４年間の時限で、AMT

控除額の引上げが実施されているが、控除額の引上げ措置が終了する 2005 年から AMT適

用者割合が急上昇し、2010 年度には 35.5％にまで達する見込みとなっており、一部の高所

得層を対象とした制度とはいえなくなる151。 

こうしたことから、何らかの追加改正が必要であることが認識されている。 

 

（コンプライアンスコストの増大） 

AMTは、納税者に対して通常所得税とは別に AMT税額を計算することを求めるため、

必然的に事務負担が大きくなる。最終的には AMTが適用されない納税者についても、潜在

的に適用される可能性がある限り計算の事務負担は必要となる。また、税務当局にとって

も、事務コストが増大する。このため、税制の簡素性の観点からは、AMTは問題がある。  

 

（４）個人 AMT の今後の方向性 

 

                                                 
148 CBO(2000)。 
149 Saxton(2001)､GAO(2000)他。 
150 Economic Growth and Tax Relief Reconciliation Act of 2001。 
151 安井(2002)他。前掲図表5－3を参照。 
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（個人 AMT の改廃の動き） 

上述のように、個人 AMTについては多くの批判や問題点が指摘されており、その改廃に

ついて法案が検討･提出されている。Saxton(2001)では以下のような選択肢が考えられると

している。 

① 現状維持 

現状のまま AMTを維持すれば、所得の増加(名目･実質)に伴い、適用者数は大幅に拡

大する。さらに長期的には、AMT税率が通常所得税に取って替わり、AMT税率による

フラット税率が達成されることになる。 

② 微修正 

 AMTにおいては育児に関する控除(Child credit provisions)は認められないが、これ

を認めるなどの細かな技術的な修正を施す。 

③ インデクセーション 

通常所得税と同じように、基礎控除額をインフレに連動させる。GAO(2000)によれ

ば、仮に 2000年からインデクセーションが実施されれば、2010年には適用者数が 1,700

万人から 210 万人にまで減少すると予測している。 

④ 大幅修正 

   AMTにおいては控除が認められない州税に対する控除を認める等大幅な修正を施す。 

⑤ 廃止 

   99 年の税制改正152では、当初 2005 年から 2007年にかけての AMTの段階的廃止、

2008 年には完全撤廃を織り込んでいた。これは上下両院を通過したものの、クリント

ン大統領が、税収見通しの不確実性が高いことから拒否した経緯がある。 

 

（提出された法案） 

 107 期議会において上院･下院に提出(refer)された法案(bill)は、図表 5－5 のとおりであ

る。大部分は提出されただけで、実質的な審議がなされないまま経過しているが、税率引

下げを織り込んだ HR3と育児控除(Child Tax Credit)を織り込んだ HR6 は、HR1836 に統

合され、Economic Growth and Tax Relief Reconciliation Actとして成立した。 

 

 

３ 法人 AMT 

 

（１）法人 AMT 制度の導入と背景 

 

（追加ミニマム税の導入） 

個人所得税と同様に法人税においても、69 年に追加ミニマム税(add-on minimum tax)

が導入された。 

                                                 
152 Taxpayer Refund and Relief Act of 1999。 



 69

追加ミニマム税の納税義務は、租税優遇項目の合計額から通常税の税額か１万ドルのど

ちらか少ない方を控除した金額に、15％の税率153を適用して算出された。法人は、通常税

に加えてこの追加ミニマム税の納税義務を負うことになる。しかし、追加ミニマム税は包

括的な課税ベースをもたず、納税者の正確な経済的利益を把握することもなかったので、

議会はこれでは租税回避に十分に対処できないと判断することとなる154。 

 

（AMT の制度導入時の背景） 

86 年導入当時の背景としては、アメリカでは確定決算主義155を採用していないため商法

上の利益と税法の利益が一致しないことが挙げられる。多額の利益を計上し、株主に配当

を支払っているにもかかわらず、税金を支払っていない状態に対して批判が高まっていた。

ミニマム課税は、優遇措置を濫用して納税を回避している状態を解消するために、個別の

優遇措置に対応するのではなく、全体としての租税回避を防ぐことが目的にあった。 

具体的批判としては、ERTA81における ACRS及び ITCといった各種の優遇措置を利用

することで、黒字を計上しながら法人所得税の実効税率がゼロ以下の大企業が多数発生し

たことがある。McIntyre-Wilhelm(1985)は、275 の黒字法人を対象に調査を実施し、その

うちの半数近い 129 社が 81 年から 84 年の間で少なくとも１年は法人税を全く納めていな

いか、むしろ税金の還付を受け取る状態にあったと報告している（前掲図表 2－13）｡さら

に、著名な大企業を積極的な租税回避者として批判した。 

 こうした歪みを修正すべく、83 年から早くも改革案が議会に提出され、84 年には当初の

理想に近い財務省案が提出された。その後、大統領案､下院修正案､上院修正案と数度の修

正を経て 86 年に TRA86が導入され、法人税改革の一環として法人 AMTが採用されるこ

ととなった（前掲図表 2－15）｡ 

この数次の修正の間に、改革案の内容も曲折を経た。当初の財務省案では、租税優遇措

置の大幅な縮減を前提にミニマム課税は廃止が提案されていたが、大統領案においてはむ

しろ優遇措置の維持とミニマム課税の強化が打ち出されている156。この政治的背景として、

「優遇措置を抜本的に廃止することが望ましかったが、ロビー活動等による政治的な理由

から、TRA86においても税制面での優遇措置は残ることとなった。そのため、84 年の財務

省報告では予定していなかったが、その対応策として最終的に AMTが導入されることとな

った。本来的には、この種の優遇措置が存在しなければ、AMTは導入されなかったはず」

であった157。 

 

（導入後の制度の変遷） 

                                                 
153 69年の導入当初は基礎控除額 3万ドル、税率 10％であった。 
154 渡辺(1997)。代替方式では別のルールで課税所得を算出するので、包括的な課税ベースを持つ。 
155 商法上の会社の計算を基礎として法人税法上の所得を計算するという意味において、税法と商法を結
びつける原則のことを指す。渡辺(1994)。 
156 Department of Treasury(1984)、宮島(1985)。 
157 G. Gerardi氏(米財務省ダイレクター)ヒアリング（2002年 4月）。 
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 その後、法人 AMT は、導入後税率が引き上げられるとともに、90 年には代替課税所得

(AMTI)算定に当たって行う修正を、帳簿利益修正から調整当期利益(ACE)修正に変更する

などの制度改正が行われている158（図表 5－6）。 

 

（２）法人 AMT の計算過程 

 

（AMT の計算過程） 

法人 AMTの税額の計算過程は、以下のように行う159。 

 個人 AMTと同様、通常の課税所得に調整項目の加減を行った後、税優遇項目を加算する。

それに AMT修正項目を調整した上で、減価償却等を調整するため ACE修正を行い、代替

ミニマム課税所得(AMTI)を算出する。 

 その後さらなる調整を行い、AMT基礎控除を控除して AMT課税ベースを導出する。こ

の額に税率を掛け合わせ、外国税額控除分を差し引くことで試算税額(tentative minimum 

tax)を求める。これから通常の法人税額を差し引いて AMT額が算定される（図表 5－7）。 

 税率は一律 20％が適用される。基礎控除額は、原則 4 万ドル認められるが、所得(AMTI)

が 15 万ドルを超えるとその額は逓減され始め、31 万ドルで完全に適用されなくなる。 

 ただし、AMTでは、過去に支払った AMT額が以後に代替ミニマム税額控除として認め

られ、通常の税計算を行う際にその控除を行使することができる。そのため、恒久的な税

額の増加よりも税金の前払いに近い。企業にとってみれば、課税分を先取りされることで、

その割引現在価値との差額分を追加的に税負担していることになる160。 

 

（ACE 修正の適用） 

 法人 AMTでは、いわば 2 段階で企業の税優遇項目の適用による税負担の回避を阻止する

仕組となっている。すなわち、税優遇項目を AMTI に加え直して課税ベースを拡大させる

とともに、ACE修正によっても同様に課税所得を広く捕捉するようになっている。 

 後者の制度は、税優遇項目等を算出し直して課税所得を捕捉するだけでは不十分である

と議会が考えたことから、86 年から帳簿利益修正が導入され、89 年には調整当期利益修正

(ACE 修正)に移行された161。これは、調整当期利益(ACE)が株主等に報告する利益額より

も小さい場合、その差額の 75％が AMTI に加算され課税ベースの拡大が行われるものであ

る。 

 

（３）法人 AMT の経済的影響 

 

                                                 
158 具体的内容やその効果等については、参考資料 5－1を参照。 
159 計算過程の詳細については、参考資料 5－1を参照。 
160 Joint Committee on Taxation(2002)。 
161 渡辺(1997)。 
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（税収に与える影響） 

AMTの税収は、87～92 年で 274 億ドルとなっており、各年別では 90 年に 81 億ドルと

なって以降傾向的に減少している。なお、87～92 年の期間に代替ミニマム控除が 58 億ド

ル利用された（図表 5－8）。92 年末には累計で 216億ドルの控除残があり、これらは将来

的に企業が利用した時に、税収減要因となり得る。 

 

（法人 AMT の適用状況） 

図表 5－9 で法人 AMT の適用企業数を 87～92 年の各年でみると、0.7～1.5％の企業が

AMTを支払っている。90 年でみれば、210 万社のうち 3.2万社が AMTを支払っている。

しかし、90 年代になると、AMT適用企業数は減少している。これは、92､93 及び 97 年の

法改正により AMTの適用範囲を狭めたことによる。 

法人 AMTは、その制度設計上、大企業の方が、また資本集約的産業の方がよりその適用

対象となりやすいことが予測される。 

AMT適用企業数を資産規模別の構成比でみると、相対的に小企業の割合が高いことがわ

かる。87～92 年を通じて、70％以上の AMT適用企業は資産規模 1 千万ドル未満であり、

大企業の割合は少ない（図表 5－10）。一方、金額ベースでみると、AMT の多くは大企業

によって納税されており、87～92 年で、総じて企業数の構成比では 2～3％に過ぎない大企

業が AMT税額の約 75％を納めている（図表 5－11）。 

 AMTの適用状況を業種別にみると、製造業、輸送業及び金融業で多く負担されている（図

表 5－12）。一般的に、これらの業種の平均税率は AMTの適用により 1～2％上昇する。特

にこの影響が大きいのは鉱業であり、4～6％上昇する（図表 5－13）。 

 

（AMT の投資インセンティブに与える影響） 

AMTが投資インセンティブに与える影響については、資金調達が内部資本によるものか

外部資本によるものか、AMT 適用が一時的か恒久的か（あるいはその期間）、各種の税優

遇項目とその優遇度合いと税率の関係等により、一様ではない。 

このため、企業毎に限界実効税率に相違をもたらし、投資に歪みを発生させるとの懸念

を指摘されているが、一方で、Bernheim(1989)は、資金調達コストを考慮に入れた場合は、

AMTは逆にばらつきを是正する効果を持ち、資本配分の歪みを減じる方向に働くとしてい

る。また、Lyon(1990)は、AMT の存在により、企業はトータルの税負担(平均実効税率)を

下げることはできないが、限界的(marginal)な投資インセンティブに与える影響は、ただち

に明らかにはならないとしている。 

 GAO(1995)では、これらを含むいくつかの論文をレビューした上で、一応の結論を以下

のように出している162。 

① 恒久的に AMTを適用し、資本市場から資金調達を行う企業においては、通常の課税

よりも AMTによる課税の方が投資インセンティブに影響を与えることになる。この場

                                                 
162 ここでは、92年当時の制度及び税率等を前提とする。 
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合、AMT の低い税率が拡大された代替ミニマム課税ベースの影響を上回る税負担引下

げ効果を持つため、実効税率は低くなる。 

② 負債による資金調達の場合には、AMTでは通常課税に比べて投資インセンティブは

低くなる。支払金利は AMTでも通常課税でも控除されることから、高い税率の通常課

税の方が、税額を削減できることによる。 

③ 内部資本及び外部資本をミックスして調達した投資では、AMT下で投資インセンテ

ィブは通常課税に比べて高くも低くもなり得る。 

④ 企業が通常課税と AMT適用を切り替える（切り替わる）場合には、より複雑になり、

その切替えのタイミングとどれだけの期間 AMTを適用するかによる。通常の税額を払

っている間に減価償却の控除が行われ、AMT で納税している間に投資からの収益が上

がる場合に、投資のコストは相対的に安くなる。87 年から 91 年にかけて、資産総額 5

千万ドル以上の会社を追跡調査したところ、51％の企業が AMTを支払わず、36％の企

業は通常課税と AMTを切り替えていることから、このケースは一般的とみられる。 

この点について、米財務省は、「AMT は、借入と株式で税率が異なり、金利については

通常は 35％の税率であるものが、AMTの場合は 20％となり低い課税になる。エクイティ・

ファイナンスの方が借入よりも不利になることがあるが、状況次第で限界税率が変わって

くる可能性がある。企業の行動次第で複雑に異なってくる。AMTの特徴としては、減価償

却は緩やかになるため、将来どのような行動をとるかの予測によって有利・不利が決まっ

てくる」としている163。 

Lyon(1997)では、AMTの投資インセンティブに対する効果について、投資対象となる資

産の種類､資金調達方法、AMT の適用年数等の要因によって、有利となるか不利となるか

異なるため、一概に括ることは不可能に近いとしている。 

 

（景気循環との関係） 

AMTは設備投資の足枷となり、景気回復への抑制要因になるとして問題視する意見もあ

る。特に、昨年は景気後退局面であった上に同時多発テロの影響もあり、経済が厳しい状

況にある中、AMTの適用により減価償却が緩やかになるため、企業が投資を行う際の足か

せになるという見方が多かった。そもそも、AMTは納税額を増加させるため、景気の停滞

局面では相応しくないという見解も示された164。 

 

（税額予測・活用の困難性） 

AMTは、通常の税計算のほかにも AMT額の計算を必要とするなど税務上のコストが余

計に必要となり、コンプライアンスコストを付加することとなる。実際に AMTが適用され

ない企業でもAMT額の算出が求められることから、そのコストは大きい。99年には 14,900

                                                 
163 C. Carlson氏(米財務省ファイナンシャルエコノミスト)ヒアリング（2002年4月）。 
164 G. Gerardi氏(米財務省ダイレクター)ヒアリング（2002年 4月）及び Joint Committee on Taxation 
(2002)。 
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社しか実際には AMTを支払っていないにもかかわらず、AMT申告社数は 32.9 万社に達し

た165。 

また、課税年度時に通常税と AMTによる算出税額の大きさによって初めて税負担額が判

るため、各法人の税負担に対する影響も事前には見通し難いという問題点もある。 

Gravelle氏は、AMTについて否定的な見解を示し、AMTは企業により効果の現れ方も

異なり、その活用方法も難しく、良い制度とはいい難いが、一方で AMTを廃止してしまう

と財政上の問題が発生するため、廃止するわけにもいかない悩ましい制度であるとしてい

る166 

 

 

４ まとめ 

 

 本章では、最近米国で税制改革の議論の中で改正の必要性が主張されている代替ミニマ

ム課税(AMT)について、その紹介を行った。 

 AMTは、個人及び法人所得税について、租税優遇措置を利用することで著しく税負担が

減じられる場合に、税負担の適正化を講じ、税制の公平性を確保するために導入されてい

る。通常の課税額の計算とは別に、租税優遇措置等を課税ベースに改めて追加した上で低

い AMT税率を乗じることで課税額を算出し、この課税額と通常の計算方法による課税額の

うちの高い額の方を納税することが求められることとなる。 

 個人 AMTは、現時点ではその適用対象者は少数に限定されているものの、インデクセー

ションの不備等により、本来の意図を離れて今後急速に適用対象者数が拡大することが予

想されており、早急な制度改正が求められている。他方で、AMT の導入にもかかわらず、

高所得層の中には引き続き税負担の小さい者もおり、制度としての有効性を疑問視する主

張もある。また、減税のメリットが AMTのために減殺されていることが指摘されている。 

 法人 AMTは、全体の 1％前後の企業が AMTを負担しているが、その投資インセンティ

ブに与える影響については、資金調達の方法や AMTの適用期間等様々な要因により異なる

ため、一様には断定できない。しかし、マクロ的には、AMTが設備投資の足枷となり景気

回復への抑制要因として働くことを懸念する意見もある。 

 さらに、個人 AMT及び法人 AMTの両方にいえることであるが、通常の税額計算以外に

別途 AMT税額を計算することが求められるなど、コンプライアンスコストの増大につなが

り、税制の簡素性の観点からは問題があることが批判されている。 

 

                                                 
165 Joint Committee on Taxation(2002)。 
166 J. Gravelle氏(連邦議会調査局シニアスペシャリスト)インタビュー（2002年 5月）。 
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